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有 価 証 券 報 告 書

１ 本書は金融商品取引法第24条第１項に基づく有価証券報告書を、

同法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使

用し提出したデータに目次及び頁を付して出力・印刷したものであり

ます。

２ 本書には、上記の方法により提出した有価証券報告書に添付され

た監査報告書及び上記の有価証券報告書と併せて提出した内部統制報

告書・確認書を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 2013年12月 2014年12月 2015年12月 2016年12月 2017年12月

売上高 (千円) － － 1,522,332 1,108,920 1,296,728

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) － － 7,468 △132,180 △312,552

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(千円) － － △27,750 △384,078 △286,910

包括利益 (千円) － － △27,750 △384,078 △286,707

純資産額 (千円) － － 798,869 1,329,976 1,214,856

総資産額 (千円) － － 1,302,759 1,767,481 1,592,893

１株当たり純資産額 (円) － － 668.96 572.55 509.01

１株当たり当期純損失金額
（△）

(円) － － △23.35 △305.07 △121.42

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 61.0 75.1 76.1

自己資本利益率 (％) － － － － －

株価収益率 (倍) － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － △205,630 △386,241 62,752

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － △17,981 △51,520 △16,421

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － 302,691 890,920 △180,360

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) － － 767,263 1,220,422 1,163,709

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
－ － 70 55 80

〔 －〕 〔 －〕 〔 2〕 〔 3〕 〔 6〕

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は第13期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３．第13期から第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１

株当たり当期純損失金額であるため、記載しておりません。

４．第13期から第15期の自己資本利益率については、親会社株主に帰属する当期純損失が計上されているため、

記載しておりません。

５. 第13期から第15期の株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失が計上されているため、記載

しておりません。

６．従業員数は、就業人員であります。なお、平均臨時雇用者数は、年間平均雇用人数を〔 〕内に外数で記載

しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 2013年12月 2014年12月 2015年12月 2016年12月 2017年12月

売上高 (千円) 1,629,470 1,534,853 1,257,838 990,656 638,048

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 246,271 △85,928 △57,148 △128,008 △247,375

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) 145,781 △128,759 △66,795 △358,959 △242,668

資本金 (千円) 346,235 393,808 395,293 813,860 823,807

発行済株式総数 (株) 1,238,000 1,286,100 1,288,500 2,319,100 2,382,580

純資産額 (千円) 1,101,886 830,613 765,102 1,321,327 1,250,247

総資産額 (千円) 1,328,065 1,017,439 1,233,416 1,746,685 1,439,198

１株当たり純資産額 (円) 888.44 695.65 640.55 568.82 523.87

１株当たり配当額
（うち１株当たり中間配当額）

(円) － － － － －

１株当たり当期純利益金額又は
当期純損失金額（△）

(円) 130.69 △105.61 △56.21 △285.12 △102.70

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) 121.39 － － － －

自己資本比率 (％) 82.8 81.1 61.7 75.5 86.7

自己資本利益率 (％) 17.8 － － － －

株価収益率 (倍) 40.32 － － － －

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 101,691 △118,681 － － －

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △7,014 △74,775 － － －

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 417,133 △157,122 － － －

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,033,077 682,497 － － －

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
80 80 70 55 63

〔 2〕 〔 2〕 〔 2〕 〔 3〕 〔 6〕
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(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は配当を行っておりませんので、１株当たり配当額及び配当性向については記載しておりません。

３．第11期及び第12期の持分法を適用した場合の投資利益については、非連結子会社が１社存在しております

が、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しいため記載しておりません。

４．第12期から第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１

株当たり当期純損失金額であるため、記載しておりません。

５．第12期から第15期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

６．第12期から第15期の株価収益率については当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

７．従業員数は、就業人員であります。なお、平均臨時雇用者数は、年間平均雇用人数を〔 〕内に外数で記載

しております。

８．当社は2013年12月11日に東京証券取引所マザーズに上場したため、第11期の潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額は、新規上場日から2013年12月期末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しておりま

す。

９．第13期より連結財務諸表を作成しているため、第13期以降の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動

によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載

しておりません。
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２ 【沿革】

現在までの沿革は下表のとおりであります。

年月 事項

2003年４月
東京都中央区に資本金10,000千円にて株式会社ホームアドバイザーを株式会社アドパークコミュ
ニケーションズの子会社として設立

2004年４月 　新築サイト「ホームプラザ（現 新築オウチーノ）」をオープン

2005年11月 本店を東京都港区（芝大門）へ移転

2006年12月 役職員によるEBOにより株式会社アドパークコミュニケーションズとの資本関係を解消

2007年２月 大阪府大阪市中央区に大阪支社を開設

2008年５月 中古サイト「中古オウチーノ」をオープン

2010年６月 リフォームサイト「リフォームオウチーノ」をオープン

2010年10月 賃貸サイト「キャリルーノ（現 賃貸オウチーノ）」をオープン

2011年４月 建築家サイト「建築家オウチーノ」をオープン

2012年４月 福岡県福岡市博多区に福岡営業所（現 福岡支社）を開設

2012年11月 商号を株式会社ホームアドバイザーから株式会社オウチーノに変更

2013年４月 愛知県名古屋市中区に名古屋支社を開設

2013年12月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

2014年７月 本社を東京都港区（東新橋）へ移転

2014年８月 不動産の売買、仲介を主要事業とする子会社「株式会社スペースマゼラン」を設立

2014年８月 住まい探しとリノベーションの相談窓口「住まいソムリエ」をオープン

2015年６月 海外不動産ポータルサイト「海外移住・不動産投資サイト」をオープン

2015年６月 医師・病院検索サイト「ドクター・オウチーノ」をオープン

2016年12月 第三者割当増資を実施（資本金805百万円）

2017年２月 名古屋支社を大阪支社に集約

2017年４月 本社を東京都港区（西新橋）（現 本店所在地）へ移転

2017年５月 医師・病院検索サイト「ドクター・オウチーノ」を会社分割（簡易吸収分割）により譲渡

2017年５月 株式会社Seven Signatures International を株式交換により完全子会社化

2017年10月 「スマート検索 β版」をリリース

2017年10月 海外不動産ポータルサイト「海外移住・不動産投資サイト」を事業譲渡
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社４社（うち、孫会社１社、ひ孫会社１社）により構成されており、当連結会

計年度末において「住宅・不動産関連ポータル事業」、「富裕層向けコンサルティング事業」を主たる事業としてお

ります。

当連結会計年度より、㈱Seven Signatures Internationalを連結の範囲に含めたことに伴い、事業の内容に、「富

裕層向けコンサルティング事業」が加わりました。また、主たる事業でありました「医療サイト事業」、「プロパテ

ィ事業」は当連結会計年度末において事業を終了しており、終了予定である「インターネット広告代理事業」につき

ましても一部クライアントを除きサービスの提供を概ね停止しております。詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結

財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」をご参照下さい。

当連結会計年度末における当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりで

あります。なお、連結子会社㈱スペースマゼランは「プロパティ事業」終了後、主たる事業を実施しておりません。

（１）住宅・不動産関連ポータル事業

当事業では、住まい探しをする生活消費者に向けた住宅・不動産関連ポータルサイト「オウチーノ」の運営等を行

っております。

（主な関係会社）当社

（２）富裕層向けコンサルティング事業

当事業では、富裕層向け不動産仲介・コンシェルジュサービス等を行っております。

（主な関係会社）株式会社Seven Signatures International

Seven Signatures International,a Hawaii Corporation

Seven Signatures Property Management LLC.

（上記３社を「SSグループ」といいます。）
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の内容
（注）１

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)

株式会社スペースマゼラン
（注）３、５、６

東京都港区 100,000 プロパティ事業 100.0

役員の派遣
資金の貸付
管理業務受託
営業取引

株式会社Seven Signatures
International
（注）３、５

東京都港区 100,000
富裕層向けコンサ
ルティング事業

100.0

役員の派遣と兼任
資金の貸付
管理業務受託
営業取引

Seven Signatures
International,a Hawaii
Corporation
（注）７

アメリカ合衆国
ハワイ州

300,000
米ドル

富裕層向けコンサ
ルティング事業

(100.0)

役員の派遣
株式会社Seven
Signatures
Internationalが
100％出資する当社
の連結子会社（孫
会社）でありま
す。

Seven Signatures Property
Management LLC.

アメリカ合衆国
ハワイ州

200,000
米ドル

富裕層向けコンサ
ルティング事業

(100.0)

役員の派遣
Seven Signatures
International,a
Hawaii
Corporationが100
％出資する当社の
連結子会社（ひ孫
会社）でありま
す。

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２．「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。

３．特定子会社であります。

４．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

５．当社グループの連結財務諸表に重要な影響を与えている債務超過の関係会社は、株式会社スペースマゼラ

ン、株式会社Seven Signatures Internationalであり、その債務超過の金額は2017年12月末時点で、それぞ

れ88,836千円、50,299千円です。

６．株式会社スペースマゼランについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 ① 売上高 337,253千円

② 経常損失（△） △19,714〃

③ 当期純損失（△） △19,879〃

④ 純資産額 △88,836〃

⑤ 総資産額 84,752〃

７．Seven Signatures International,a Hawaii Corporationについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高

を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 ① 売上高 284,676千円

② 経常利益 9,184〃

③ 当期純利益 14,502〃

④ 純資産額 53,503〃

⑤ 総資産額 131,910〃
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　2017年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

住宅・不動産関連ポータル事業 52（５）

プロパティ事業 １（－）

富裕層向けコンサルティング事業 16（－）

全社（共通） 11（１）

合計 80（６）

(注) １．従業員数は、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員数であります。

２．事業セグメントを兼務する従業員については、業務の割合が5割を超えるセグメントの就業人員に加えてお

ります。

３．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員（常勤パートタイマーを含み、人材派遣会社社員を除いております。）

の年間平均雇用人員であります。

４．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

５．従業員数が前連結会計年度に比べ25名増加しておりますが、㈱Seven Signatures Internationalを子会社化

したこと及び当社にて事業再構築のための人員採用を積極的に行ったためであります。

６．「プロパティ事業」は、当連結会計年度において取得済み販売用不動産の売却が完了し、事業を終了いたし

ました。
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(2) 提出会社の状況

2017年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

63（６） 35.8 ４年１ヶ月 4,488,528

セグメントの名称 従業員数(名)

住宅・不動産関連ポータル事業 52（５）

全社（共通） 11（１）

合計 63（６）

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。な

お、兼務出向者については、当社の業務の割合が5割を超えるものを就業人員に加えております。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員（常勤パートタイマーを含み、人材派遣会社社員を除いております。）

の年間平均雇用人員であります。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

５．従業員数が前事業年度に比べ８名増加しておりますが、事業再構築のための人員採用を積極的に行ったため

であります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当社は、「すまいを変えて、くらしを豊かに。もっと。」を企業ミッションとして、住まい探しをする生活消費者

に向けた住宅・不動産関連ポータル事業を行っております。ユーザーファーストを徹底し、また、住宅・不動産業界

の情報格差をなくすことで、ユーザーが住まいの売買を快適に行えるポータルサイトの運営を目指しております。

また、2017年５月１日付で、富裕層向け物件仲介・コンシェルジュサービスを行う株式会社Seven Signatures

International（以下、「SSI」といいます。）を株式交換により完全子会社化し、富裕層向けコンサルティング事業

を開始いたしました。

一方、経営リソースを集約し、注力分野を強化するため、当社における既存事業のうち「インターネット広告代理

事業」、「医療サイト事業」及び「投資用海外不動産セミナー事業」につきまして、各々、廃止、会社分割（簡易吸

収分割）、事業譲渡を行いました。並びに、廃止予定とした「プロパティ事業」につきましても、前連結会計年度ま

でに取得した販売用不動産の売却を完了し、事業を終了いたしました。

2017年４月の経営方針変更後、当社は、当連結会計年度を事業再構築期間と位置付けており、エンジニアを中心と

した人材採用などの先行投資が発生いたしました。なお、事業進捗は計画通りであり、事業面では公表した業績予想

を上回る着地となりました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は1,296,728千円（前連結会計年度比16.9％増）、営業損失は315,267千円

（前連結会計年度は営業損失123,470千円）、経常損失は312,552千円（前連結会計年度は経常損失132,180千円）、親

会社株主に帰属する当期純損失は286,910千円（前連結会計年度は親会社株主に帰属する当期純損失384,078千円）と

なりました。SSI及びその子会社（以下、「SSグループ」といいます。）については、みなし取得日を2017年６月30日

としているため、2017年７月１日以降の四半期損益計算書を連結しております。

セグメント業績は以下のとおりであります。

なお、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載

の通り、当連結会計年度から「富裕層向けコンサルティング事業」を報告セグメントとして追加しております。

①住宅・不動産関連ポータル事業

当事業は、住宅・不動産関連ポータルサイト「オウチーノ」の運営を行っております。2017年４月の経営方針変更

以降は、既存ポータルサイトの運用・改善と並行し、中古・新築、マンション・戸建ての横断検索が可能な「スマー

ト検索」のリリース、住まいに関連するコンテンツの充実、新広告プランによる掲載物件数の拡大などに積極的に取

り組みました。

この結果、当連結会計年度の住宅・不動産関連ポータル事業の売上高は570,083千円（前連結会計年度比27.6％

減）、セグメント損失は219,014千円（前連結会計年度はセグメント損失97,277千円）となりました。

②インターネット広告代理事業

当事業は、インターネット広告の提案及び代理販売等により構成されておりましたが、2017年６月23日開催の取締

役会において、当事業からの撤退を決議し、2018年12月期第１四半期中にサービス提供を終了する予定であります。

この結果、当連結会計年度のインターネット広告代理事業の売上高は67,303千円（前連結会計年度比66.8％減）、

セグメント損失は40,400千円（前連結会計年度はセグメント損失6,740千円）となりました。

③プロパティ事業

当事業は、連結子会社㈱スペースマゼランでの不動産購入・開発・販売等により構成されておりましたが、2016年

10月28日開催の取締役会において、当事業からの撤退を決議し、当連結会計年度において取得済み販売用不動産の売

却が完了し、事業を終了いたしました。

この結果、当連結会計年度のプロパティ事業の売上高は337,253千円（前連結会計年度比185.1％増）、セグメント

損失は21,813千円（前連結会計年度はセグメント損失4,645千円）となりました。
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④医療サイト事業

当事業は、全国の医師・病院の検索・クチコミの医療系ポータルサイト「ドクター・オウチーノ」の運営を行って

おりましたが、2017年５月１日付で会社分割（簡易吸収分割）により、株式会社アイフラッグに継承し、当社は当事

業から撤退いたしました。

この結果、医療サイト事業の売上高は661千円（前連結会計年度比30.2％減）、セグメント損失は2,146千円（前連

結会計年度はセグメント損失15,227千円）となりました。

　

⑤富裕層向けコンサルティング事業

当事業は、SSグループでのアメリカ合衆国の物件を中心とした富裕層向け不動産仲介・コンシェルジュサービス等

により構成されております。当事業は、SSグループの連結開始に伴い、第３四半期連結会計期間より追加された報告

セグメントであり、前年同期比増減を記載しておりません。また、セグメント損益の計上において、SSIの株式取得に

係るのれん償却額を当事業の販管費に計上しております。

この結果、富裕層向けコンサルティング事業の売上高は325,200千円、セグメント損失は34,943千円となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は、前連結会計年度末と比べ

133,473千円減少し、株式交換による現金及び現金同等物の増加額76,760千円と合せて1,163,709千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、獲得した資金は、62,752千円の収入となりました（前連結会計年度は386,241千円の支出）。これ

は主に、税金等調整前当期純損失282,243千円、たな卸資産の減少256,407千円、前渡金の減少48,199千円、売上債権

の減少49,955千円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は、16,421千円の支出となりました（前連結会計年度は51,520千円の支出）。これ

は主に、事業分離による収入33,888千円、短期貸付金の純増額51,300千円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は、180,360千円の支出となりました（前連結会計年度は890,920千円の収入）。こ

れは主に、短期借入金の純減額150,000千円、長期借入金の返済による支出50,004千円、新株予約権の行使による株式

の発行による収入19,308千円等によるものであります。

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループで行う事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載になじまないため、当該記載を省略して

おります。

(2) 受注状況

当社グループでは概ね受注から役務提供の開始までの期間が短いため、受注状況に関する記載を省略しておりま

す。

決算短信（宝印刷） 2018年04月02日 15時31分 16ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



― 13 ―

(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（千円） 前連結会計年度比(％)

住宅・不動産関連ポータル事業 568,223 72.2

インターネット広告代理事業 67,303 33.2

プロパティ事業 337,253 285.1

医療サイト事業 661 69.8

富裕層向けコンサルティング事業 323,286 －

合計 1,296,728 116.9

(注) １．セグメント間の取引については、相殺消去しています。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループは、2017年４月の経営方針変更以降、事業の再構築に取り組み、早期の収益性向上を目指しておりま

す。

上記を踏まえ、当社グループの対処すべき課題として、以下の点に積極的に取り組んでまいります。

(1) ユーザーファーストの徹底

当社グループは、「ユーザーファースト」の徹底を目指してまいります。

住宅・不動産関連ポータル事業におきましては、ユーザーにとって最適なサービス及び新機能の開発や、コンテ

ンツを通じた住宅・暮らしに関する情報格差の解消等により、ユーザーにとって不動産取引をより身近に感じられ

るサービス作りを行ってまいります。

SSグループが行う富裕層向けコンサルティング事業におきましても、当該事業のユーザーである富裕層のお客様

の需要を、適切・適宜に汲み取ることを徹底してまいります。

(2) 収益性の改善

当社グループは、事業の再構築により収益力を強化すると同時に、新サービスの開発による収益源の多様化を目

指すことで、営業損益黒字化の早期実現に努めてまいります。

(3) コンプライアンス体制の強化

法令及び業界自主規制を遵守し、企業としての社会的責任を果たすため、管理体制の整備を図るとともに、当社

グループ役職員への教育を徹底し、コンプライアンス体制の充実に努めてまいります。

(4) 人材確保

当社グループが将来に向けて成長を続けていくうえで、必要な人材を十分かつタイムリーに確保していくことが

重要であると考えております。エンジニア・デザイナーを中心に、専門分野の高い技能を有する人材の採用を積極

的に行ってまいります。
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４ 【事業等のリスク】

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

（1）インターネット広告市場について

インターネット広告市場は、今後も拡大していくものと予想されますが、不動産業界の広告宣伝活動は景気や不

動産市況の影響を受け易いものであり、景気が悪化した場合、当社クライアントがこれらの支出を削減する可能性

があります。また、今後においてインターネット以外の新しい広告媒体の出現等、状況に変化が生じた場合には、

当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性もあります。

（2）競合について

当社が行う「住宅・不動産関連ポータル事業」においては、当社以外に複数の競合相手が存在します。今後もユ

ーザーに向けて、コンテンツの充実など利便性の向上や信頼性・ブランド力の強化を図り、他社との差別化に努め

る所存ですが、資本力、マーケティング力、幅広い顧客基盤、高い知名度や専門性を有する企業等の新規参入など

競争の激化によって、販売価格の低下、ユーザーの流出やユーザー獲得コストの増加等が発生した場合には、当社

グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

（3）個人情報及び機密情報の管理について

当社グループは、事業活動を通じて取得した個人情報及び機密情報を保有しております。これらの情報を保護す

るため、個人情報管理の仕組みの整備・運用や、情報セキュリティシステムの構築などを行い、情報漏えいの防止

に努めております。しかしながら、コンピュータウィルスの感染、不正アクセスや盗難、その他不測の事態により

個人情報または機密情報が消失、もしくは社外に漏洩した場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える

可能性があります。

　

（4）知的財産権等について

当社グループによる第三者の知的財産権侵害の可能性については調査可能な範囲で対応を行っておりますが、当

社の事業分野で当社の認識していない知的財産権が既に成立している可能性又は新たに当社の事業分野で第三者に

より著作権等が成立する可能性があります。かかる場合には、当社グループが損害賠償を含む法的責任を負う可能

性があるほか、当社グループ並びにサービスの信頼性やブランドが毀損し、当社グループの事業及び業績に影響を

与える可能性があります。

（5）法的規制について

当社が行う「住宅・不動産関連ポータル事業」においては、インターネット関連サービス及び不動産広告事業を

営む事業者を規制対象として、景品表示法、不動産の表示に関する公正競争規約等、法令等の改正の影響を受ける

可能性があります。また、当社のグループ会社が行う「富裕層向けコンサルティング事業」においては、民法及び

宅地建物取引業法の改正のみならず、海外で提供するサービスについて現地法の新たな規制を受ける可能性があり

ます。その場合、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

（6）システム障害及びネットワークについて

当社が行う「住宅・不動産関連ポータル事業」では、ユーザーに対して一定のサービスを供給するためのシステ

ムを構築しております。また、当社はユーザーに対して快適な接続環境を提供するためにサーバー及びソフトウェ

ア等、継続的な設備投資及び経常的な保守管理を行っております。しかしながら、あらゆる可能性を想定して対策

を講じることは困難であり、サイトへのアクセスの急増等の一時的な過負荷や電力供給の停止、インターネット通

信回線トラブル、当社ソフトウェアの不具合、コンピュータウィルスや外部からの不正な手段によるシステムへの

侵入、自然災害、事故等、当社の予測不可能な様々な要因によってシステムがダウンしたり、情報が漏洩したりし

た場合、当社の事業活動に支障を生ずる可能性があります。また、サーバーの作動不能や欠陥に起因して、当社の

信頼が失墜し取引停止等に至る場合や当社に対する損害賠償請求が発生する場合も想定され、このような場合に
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は、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

（7）訴訟発生リスクについて

当社グループでは、役職員に対するコンプライアンス教育を徹底し、法令違反等の発生リスクの低減に努めてお

ります。しかしながら、当社グループ及び役職員の法令違反等の有無に関わらず、取引先、第三者との間で予期せ

ぬトラブルが発生し、訴訟に発展する可能性があり、当社の連結子会社においても、過去に生じた取引に関する訴

訟提起を受けております。これら提起された訴訟の内容及び結果によっては、多大な訴訟対応費用の発生や企業イ

メージの悪化等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（8）新規事業及び新規サービスの展開について

当社グループでは、事業拡大に向けて新規事業・サービスへの投資を行う可能性があります。新規事業・サービ

スにつきましては、予め回収性を十分に調査・検討し実行してまいりますが、安定収益を創出するにはある程度の

期間を要する場合があり、その期間において人件費等の先行投資により一時的に利益率が低下する場合がありま

す。また、想定していた成果を上げることができない場合、撤退コストが発生することがあり、結果的に当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（9）人材の採用について

当社グループは、今後成長が見込まれる事業展開や企業規模の拡大に伴い、適切な時期に優秀な人材を確保する

ことが必須であると認識しております。一定以上の水準を満たす優秀な人材を適切に採用するとともに、成長ポテ

ンシャルの高い人材の採用に積極的に努めていく方針でありますが、優秀な人材の確保が計画通り進まなかった場

合や既存の優秀な人材が社外に流出した場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性がありま

す。

（10）のれんの減損に関するリスクについて

当社グループは、当連結会計年度末時点で「のれん」を計上しております。今後、取得した会社の収益性が著し

く低下し減損損失の計上が必要となった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（11）支配株主について

当社の支配株主である穐田誉輝氏は、2017年12月31日現在、当社発行済株式総数の55.9％（1,332,000株）を所

有しております。現在、支配株主との関係については大きな変更を想定しておりませんが、将来において、支配株

主との関係に大きな変化が生じた場合は、当社グループの経営に影響を及ぼす可能性があります。

（12）継続企業の前提に関する重要事象等について

当社グループでは、前連結会計年度より継続して営業損失が発生しており、当連結会計年度においても重要な営

業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上しました。これらにより、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

しかしながら、財務面において、必要な運転資金を確保しており、有利子負債も遅滞なく返済していることか

ら、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(会社分割契約)

当社及び株式会社アイフラッグは、2017年３月16日開催の取締役会において、医療サイト事業を会社分割により、

株式会社アイフラッグに承継することについて、分割契約の締結を決議し、同日、分割契約を締結いたしました。

詳細は「第５ 経理の状況 1 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項 (企業結合等関係)」に記載のとおりであ

ります。

(株式会社Seven Signatures Internationalとの株式交換契約)

当社は、2017年３月29日開催の取締役会において、株式会社Seven Signatures International（以下「SSI」）との

間で当社を完全親会社、SSIを完全子会社とするための株式交換を行うことを決議し、同日、株式交換契約を締結いた

しました。

詳細は「第５ 経理の状況 1 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項 (企業結合等関係)」に記載のとおりであ

ります。

(重要な事業の譲渡)

当社は、2017年９月５日開催の取締役会において、投資用海外不動産のセミナー事業を福岡範洋氏（以下「福岡

氏」といいます。）に対して譲渡することを決議し、同日、福岡氏との間で事業譲渡契約を締結いたしました。

詳細は「第５ 経理の状況 1 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項 (企業結合等関係)」に記載のとおりであ

ります。

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態の分析

（資産）

当連結会計年度末における資産は1,592,893千円となり、前連結会計年度末に比べ174,587千円減少いたしまし

た。主な要因は、現金及び預金の減少56,713千円、販売用不動産の減少256,184千円、前渡金の減少48,199千円、

のれんの増加170,423千円であります。

（負債）

当連結会計年度末における負債は378,037千円となり、前連結会計年度末に比べ59,468千円減少いたしました。

主な要因は、短期借入金の減少150,000千円、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）の減少50,004千円、

買掛金の増加22,207千円、前受金の増加79,440千円、未払金の増加48,589千円であります。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は1,214,856千円となり、前連結会計年度と比べ115,119千円減少いたしまし

た。主な要因は、親会社株主に帰属する当期純損失計上による利益剰余金の減少286,910千円、新株予約権の行使

に伴い新規株式を発行したことによる資本金の増加9,946千円、新株予約権の行使及びSSIとの株式交換に伴い新規

株式を発行したことによる資本剰余金の増加161,886千円であります。

(2) キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況の分析は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要（2）キャッシュ・フローの状

況」に記載しております。

(3) 経営成績の分析

経営成績については、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1) 業績」に記載しております。

(4) 経営者の問題認識と今後の方針について

経営者の問題認識と今後の方針については、「第２ 事業の状況 ３ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題

等」に記載しております。

（5）経営戦略の現状と見通し

当社が行う住宅・不動産関連ポータル事業におきましては、引き続きユーザーファーストを徹底し、新サービス

及び新機能の開発を行ってまいります。また、コンテンツメディア「ヨムーノ」では潜在層の獲得や、住まいに関

連する周辺サービスの開発、マーケティング営業の強化等により、収益力の強化及び収益源の多様化を目指してま

いります。

SSグループが行う富裕層向けコンサルティング事業においては、富裕層のお客様の需要を適切・適宜に汲み取

り、「お客様のトータルケア」を目指すことにより、サービスの付加価値を高め、仲介取扱件数の増加を目指して

参ります。

（6）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループでは、前連結会計年度より継続して営業損失が発生しており、当連結会計年度においても営業損失

315,267千円、経常損失312,552千円、親会社株主に帰属する当期純損失286,910千円を計上しております。これら

により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

しかしながら、財務面において、当連結会計年度末の現金及び預金残高は1,213,709千円であり、必要な運転資
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金を確保しております。また、有利子負債74,994千円（総資産の4.7％）を有しておりますが、遅滞なく返済され

ており、財務面に支障はないものと考えております。これらのことから、継続企業の前提に関する重要な不確実性

は認められないと判断し、連結財務諸表への注記は記載しておりません。

また、当社グループは、このような事象又は状況を解消するため、以下の対応策に取り組んでまいります。

① 収益基盤の再構築

当社が営む住宅・不動産関連ポータル事業においては、エンジニア等を中心とした人材投資によるサイト改

善や機能開発のペースアップを行い、収益性の早期回復に向けて取り組んでまいります。また、SSIの子会社化

により、新たに富裕層向けコンサルティング事業を開始しております。これら両事業に当社グループの経営資

源を集中し、収益基盤の再構築を図ってまいります。

② 固定費の削減

2017年４月に当社、同年８月に連結子会社SSIの本社事務所を、同一のビルに移転しております。これによ

り、地代家賃等、グループ内管理における諸経費等の固定費削減を実現しております。

③ 人材の流動化

当社グループの従業員について、出向等のグループ内交流を活性化させております。これにより、適切な人

員配置によるグループ内人件費の流動化を実現するとともに、将来の幹部層を担う人材を育成しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資は26,998千円であり、その主な内容は、東京本社移転に伴うオフィス設備工事

15,901千円、社内利用のパソコン5,007千円、SSIにおけるコーポレートサイト改修2,425千円等によるものでありま

す。

２ 【主要な設備の状況】

(1）提出会社

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

　 2017年12月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(千円）

従業員数
(名)建物

工具、器具
及び備品

ソフト
ウエア

その他 合計

本社
（東京都
　港区）

住宅・不動産
関連ポータル

事業

事務所設備、
ネットワーク関
連設備等

7,106 9,663 1,428 1,497 19,696 54（５）

大阪支社
(大阪市
中央区)

事務所設備等

381 217 － － 598 ６（１）

福岡支社
(福岡市
博多区)

409 170 － － 580 　３（－）

(注) １．上記金額に、消費税等は含まれておりません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、商標権であります。

３．従業員数の( )内は、平均臨時雇用者数で、外数となっております。

(2）国内子会社

2017年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

工具、器
具及び備

品

ソフト
ウエア

その他 合計

株式会社
Seven
Signatures
International

本社
(東京都
港区)

富裕層向け
コンサルテ
ィング事業

事務所設備等 2,881 732 2,758 0 6,371 10

(注) 上記金額に、消費税等は含まれておりません。

(3）在外子会社

2017年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)

従業員数
(名)

建物
工具、器
具及び備

品

ソフト
ウエア

その他 合計

Seven
Signatures
International,a
Hawaii
Corporation

本社
(アメリカ

合衆国

ハワイ州)

富裕層向け
コンサルテ
ィング事業

事務所設備等 7,512 462 81 － 8,055 ３

Seven
Signatures
Property
Management
LLC.

本社
(アメリカ

合衆国

ハワイ州)

富裕層向け
コンサルテ
ィング事業

車両運搬具 － － － 2,903 2,903 ３

(注) １．上記金額に、消費税等は含まれておりません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具であります。

決算短信（宝印刷） 2018年04月02日 15時31分 23ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



― 20 ―

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

なお、重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

　

(1）重要な設備の新設

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達方法
着手及び完了予定年月 完成後

の増加
能力

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

本社
(東京都港区)

住宅・不動産
関連ポータル

事業

クラウド化、
DB統合等

40,000 －
自己資金
(注)２

2017年７月 2018年６月 －

システム投資 388,000 －
自己資金
(注)３

2017年１月 2019年12月 －

(注) １．上記金額に、消費税等は含まれておりません。

２．上記の「自己資金」は、主として2013年12月の公募増資に係る調達資金であります。

３．上記の「自己資金」は、主として2016年12月の第三者割当による自己株式の処分及び新株発行に係る調達資

金であります。

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,276,400

計 9,276,400

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2017年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年３月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,382,580 2,382,580
東京証券取引所
（マザーズ）

１単元の株式数は100株であり
ます。完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のない当
社の標準となる株式でありま
す。

計 2,382,580 2,382,580 ― ―

(注) 提出日現在発行数には、2018年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　新株予約権

①2012年３月22日開催の定時株主総会決議及び2012年10月16日開催の取締役会決議に基づいて発行した会社法に基

づく新株予約権は、次のとおりであります。

（第４回新株予約権）

区分
事業年度末現在

（2017年12月31日）
提出日の前月末現在
（2018年２月28日）

新株予約権の数（個） 129 129

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12,900 12,900

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり1,250（注）１ 同左

新株予約権の行使期間
自 2014年３月26日
至 2022年３月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 1,250
資本組入額 625

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡、質入れ
その他一切の処分は、これを
認めない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

－ －

（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後時価を下回る価格で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に

より払込金額を調整し、調整後により生ずる1円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

　 ２．新株予約権者は、新株予約権の行使時において当社の取締役、監査役または使用人であることを要する。

但し、任期満了による退任及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

　 新株予約権を行使することができる期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者は、当社の株式が

日本国内の証券取引所に上場された日から１年間が経過するまでは新株予約権を行使することができな

い。
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②2012年10月４日開催の臨時株主総会決議及び2012年10月16日開催の取締役会決議に基づいて発行した会社法に基

づく新株予約権は、次のとおりであります。

（第５回新株予約権）

区分
事業年度末現在

（2017年12月31日）
提出日の前月末現在
（2018年２月28日）

新株予約権の数（個） 187 187

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 18,700 18,700

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり1,375（注）１ 同左

新株予約権の行使期間
自 2014年10月５日
至 2022年10月４日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 1,375
資本組入額 688

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡、質入れ
その他一切の処分は、これを
認めない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

－ －

（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後時価を下回る価格で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に

より払込金額を調整し、調整後により生ずる1円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

　 ２．新株予約権者は、新株予約権の行使時において当社の取締役、監査役または使用人であることを要する。

但し、任期満了による退任及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

　 新株予約権を行使することができる期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者は、当社の株式が

日本国内の証券取引所に上場された日から１年間が経過するまでは新株予約権を行使することができな

い。
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③2017年８月10日及び2017年８月29日開催の取締役会決議に基づいて発行した会社法に基づく新株予約権は、次の

とおりであります。

（第６回新株予約権）

区分
事業年度末現在

（2017年12月31日）
提出日の前月末現在
（2018年２月28日）

新株予約権の数（個） 25,200 25,200

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 25,200 25,200

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり2,445（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自 2019年４月１日
至 2025年９月14日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 2,445
資本組入額 1,223

同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の決議によ
る承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

－ －

（注）１．本新株予約権は、新株予約権１個につき20円で有償発行している。

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次

の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．新株予約権者は、新株予約権の行使時において当社または当社子会社の取締役または使用人であることを

要する。但し、任期満了による退任及び定年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

また、新株予約権者は、下記(a)、（b）または（c）に掲げる各条件を充たした場合、各新株予約権者に割

り当てられた本新株予約権のうち、それぞれ定められた割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数

を上限として、当該条件を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日から行使することがで

きる。なお、行使可能な新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

（a）2018年12月期または2019年12月期のうち、いずれかの期においてEBITDAが３億円超である場合

行使可能割合：10％

（b）2018年12月期乃至2022年12月期のうち、いずれかの期においてEBITDAが６億円超である場合

行使可能割合：60％

（c）2018年12月期乃至2022年12月期のうち、いずれかの期においてEBITDAが10億円超である場合

行使可能割合：100％

上記におけるEBITDAは、当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算書における営業利益に、連結キャ
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ッシュ・フロー計算書に記載された減価償却費及びのれん償却額を加算した額をいうものとし、連結財務諸

表を作成していない場合には、それぞれ損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書とする。なお、適用され

る会計基準の変更等により参照すべきEBITDAの計算に用いる各指標の概念に重要な変更があった場合には、

当社は合理的な範囲内において、別途参照すべき適正な指標及び数値を取締役会にて定めるものとする。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2013年12月11日 （注）１ 130,000 1,238,000 209,300 346,235 209,300 336,235

2014年１月16日 （注）２ 20,000 1,258,000 32,200 378,435 32,200 368,435

2014年12月11日
～

2014年12月25日
（注）３ 28,100 1,286,100 15,373 393,808 15,373 383,808

2015年１月５日
～

2015年３月10日
（注）３ 2,400 1,288,500 1,485 395,293 1,485 385,293

2016年11月22日
～

2016年12月１日
（注）３ 1,300 1,289,800 401 395,694 399 385,693

2016年12月９日 （注）４ 1,015,300 2,305,100 410,181 805,876 409,165 794,859

2016年12月15日
～

2016年12月28日
（注）３ 14,000 2,319,100 7,984 813,860 7,977 802,837

2017年２月17日
～

2017年４月18日
（注）３ 13,300 2,332,400 9,148 823,008 9,139 811,976

2017年５月１日 （注）５ 48,780 2,381,180 － 823,008 151,949 963,926

2017年５月30日
～

2017年12月22日
（注）３ 1,400 2,382,580 798 823,807 797 964,723

（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格 3,500円

引受価額 3,220円

資本組入額 1,610円

２．有償第三者割当

発行価格 3,500円

引受価額 3,220円

資本組入額 1,610円

割当先 株式会社SBI証券

３．新株予約権の行使による増加であります。

４．有償第三者割当

発行価格 807円

資本組入額 404円

割当先 穐田誉輝、堀口育代、菅間淳、林展宏、館野祐一

５．2017年５月１日を効力発生日とする株式交換（交換比率 当社１：株式会社Seven Signatures

International8.13）実施に伴う新株式発行による増加であります。

　

(6) 【所有者別状況】

　 2017年12月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況

(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(名) － 1 18 17 17 3 1,034 1,090 －

所有株式数
(単元)

－ 282 972 725 439 17 21,384 23,819 680

所有株式数
の割合(％)

－ 1.18 4.08 3.04 1.84 0.07 89.78 100.00 －

(注) １．自己株式45株は、「単元未満株式の状況」に含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

　2017年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

穐田 誉輝 東京都渋谷区 1,332 55.91

渡邉 一生 東京都杉並区 75 3.18

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 36 1.53

株式会社シスキー 東京都千代田区外神田５丁目１番15号 33 1.39

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 28 1.18

堀口 育代 神奈川県川崎市多摩区 25 1.05

林 展宏 東京都町田市 25 1.05

菅間 淳 東京都文京区 25 1.05

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 23 0.97

土屋 博之 東京都八王子市 21 0.91

計 － 1,625 68.21

(注)発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 2017年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式
2,381,900

23,819 単元株式数は100株であります。

単元未満株式
普通株式

680
－ －

発行済株式総数 2,382,580 － －

総株主の議決権 － 23,819 －

　（注）単元未満株式には、当社所有の自己株式45株が含まれております。

② 【自己株式等】

　 2017年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

(注)単元未満株式45株を保有しております。
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(9) 【ストック・オプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しております。

①当該制度は、会社法に基づき、2012年３月22日開催の定時株主総会及び2012年10月16日開催の取締役会において

決議されたものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。なお、「付与対象者の区分及び人数」については付与した当時の

対象者人数、「株式の数」については付与した当時の新株予約権の目的となる株式の数を記載しております。

決議年月日 2012年10月16日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ３
当社従業員 63

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 60,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上

②当該制度は、会社法に基づき、2012年10月４日開催の臨時株主総会及び2012年10月16日開催の取締役会において

決議されたものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。なお、「付与対象者の区分及び人数」については付与した当時の

対象者人数、「株式の数」については付与した当時の新株予約権の目的となる株式の数を記載しております。

決議年月日 2012年10月16日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ３
当社監査役 １

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 40,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上
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③当該制度は、会社法に基づき、2017年８月10日及び2017年８月29日開催の取締役会において決議されたものであ

ります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。なお、「付与対象者の区分及び人数」については付与した当時の

対象者人数、「株式の数」については付与した当時の新株予約権の目的となる株式の数を記載しております。本新

株予約権は、本新株予約権の公正価値に相当する払込金額の払込みにより有償にて発行され、その払込金額は本新

株予約権を引き受ける者にとって特に有利な金額ではありません。本新株予約権の発行と引換えに払込まれた金銭

は、本新株予約権１個当たり金20円であります。

決議年月日 2017年８月10日及び2017年８月29日

付与対象者の区分及び人数(名)

当社取締役 ４
当社従業員 39
子会社取締役 １
子会社従業員 ９

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 25,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上
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④当該制度は、会社法に基づき、2018年３月28日開催の定時株主総会において、下記の要領にて、当社の取締役及

び従業員並びに子会社の取締役及び従業員を対象とするストック・オプションとして発行する新株予約権の募集事

項の決定を取締役会に委任することにつき決議されたものであります。

決議年月日 2018年３月28日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社及び当社子会社の取締役及び従業員（人数は未定）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 62,000株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額（円） 未定（注）１

新株予約権の行使期間
新株予約権の割当日より１年を経過した日を始期として、割当日より
10年を経過する日までとする。

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の
取締役または従業員の地位にあることを要するものとする。ただ
し、任期満了による退任、定年退職、転籍その他当社取締役会が正
当な理由があると認めた場合にはこの限りではない。

②新株予約権者が権利行使期間前から休職しておらず、かつ新株予約
権者が権利行使期間中に死亡した場合は、相続開始後１年内に限
り、その相続人が当社所定の手続きに従い、当該新株予約権者が付
与された権利の範囲内で新株予約権を行使できるものとする。ただ
し、相続人が死亡して再び相続が生じた場合の相続人には権利行使
を認めない。

③その他の権利行使条件については、当社と新株予約権者の割当を受
ける者との間で締結する契約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 －

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

（注）２

（注）１．新株予約権割当て当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は

切り上げる。）または割当日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）のいずれか高

い金額とする。

なお、新株予約権割当日の後、当社が当社普通株式につき、株式分割または株式併合を行う場合、行使価

額を次に定める算式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権割当日の後、当社が時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当てによる株式

の発行及び自己株式を交付する場合を含み、新株予約権（新株予約権付社債を含む。）の行使による場合

及び当社の普通株式に転換できる証券の転換（取得の対価として当社の株式を交付する場合を含む。）に

よる場合を除く。）する場合、次の算式（以下、「行使価額調整式」という。）により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

募集株式発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の算式中の「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の数を

控除した数とし、自己株式の処分を行う場合、「新規発行株式数」を「処分する自己株式の数」に読み替

えるものとする。

さらに、行使価額調整式中の募集株式発行前の時価は、調整後転換価額を適用する日に先立つ45取引日目

に始まる30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）の平均

値（終値のない日数を除く。）とする。

（注）２．当社が、合併（当社が消滅会社となる合併に限る。）、吸収分割もしくは新設分割、株式交換または株式

移転（以下を総称して「組織再編行為」という。）をする場合であって、かつ、当該組織再編行為にかか

る契約または計画において、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編
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対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれに交付する旨を定めた場合に限り、組

織再編行為の効力発生日（新設型再編においては設立登記申請日。以下、同じ。）の直前において残存す

る本新株予約権の新株予約権者に対し、当該本新株予約権の消滅と引き換えに、再編対象会社の新株予約

権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。

② 新株予約権の目的である株式の種類及び数または算定方法

新株予約権の目的である株式の種類は、再編対象会社の普通株式とする。新株予約権の目的である株

式の数は、組織再編行為の効力発生日の前日における本新株予約権の目的である株式の数に合併比率

または株式交換もしくは株式移転比率を乗じた数に必要な調整を行った数とし、組織再編の効力発生

日後は本新株予約権の定めに準じて調整する。

③ 新株予約権の行使に際して出資される金額または算定方法

組織再編行為の効力発生日の前日における本新株予約権の出資金額に、必要な調整を行った額とし、

組織再編の効力発生日後は本新株予約権の定めに準じて調整する。

④ 新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、本新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑤ 新株予約権の行使の条件

上記「 新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の定めに準じて決定するものとする。

⑦ 譲渡による新株予約権の譲渡による取得の制限

譲渡による新株予約権の譲渡による取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧ 再編対象会社による新株予約権の取得事由

本新株予約権の定めに準じて決定する。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 45 174

当期間における取得自己株式 - -

(注) 当期間における取得自己株式には、2018年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数
（株）

処分価額の
総額（円）

株式数
（株）

処分価額の
総額（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

－ － － －

その他( ― ) － － － －

保有自己株式数 45 － 45 －

(注) 当期間における保有自己株式数には、2018年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社では、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして認識しており、経営成績及び財政状態を勘

案しつつ利益配当を検討してまいりたいと考えております。しかしながら現時点では、当社は事業の再構築に取り

組んでいるため、当面は内部留保に努め、事業への投資資金の確保を優先しております。

また、当期の配当金につきましては、分配可能額がないため無配といたしました。

分配可能額がある場合、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款で定めて

おります。剰余金の配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 2013年12月 2014年12月 2015年12月 2016年12月 2017年12月

最高(円) 9,550 6,030 2,250 3,690 5,370

最低(円) 4,100 1,480 1,020 793 2,000

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ）における株価を記載しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 2017年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 3,125 2,564 2,471 3,050 3,380 3,070

最低(円) 2,450 2,002 2,105 2,000 2,310 2,545

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ）における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

男性８名 女性１名 （役員のうち女性の比率11.1％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役
社長

－ 堀口 育代 1964年５月16日

1987年４月 ㈱リクルート（現 ㈱リクルートホー

ルディングス）入社

1995年８月 ぴあ㈱入社

1997年６月 ㈱ベネッセコーポレーション入社

2007年４月 同社執行役員

2013年３月 ヤフー㈱入社

2014年５月 クックパッド㈱執行役

2017年３月 当社代表取締役社長就任（現任）

(注)２ 25,000

取締役会長 － 穐田 誉輝 1969年４月29日生

1993年４月 ㈱日本合同ファイナンス(現 ㈱ジャフ

コ)入社

1996年４月 ㈱ジャック(現 ㈱カーチスホールディ

ングス)入社

1999年９月 ㈱アイシーピー代表取締役

2000年５月 ㈱カカクコム取締役

2001年12月 同社代表取締役社長

2006年６月 同社取締役相談役

2007年７月 クックパッド㈱取締役

2012年５月 同社代表執行役

2015年７月 ㈱みんなのウェディング取締役会長(現

任)

2016年３月 クックパッド㈱取締役兼執行役

2017年１月 同社取締役

2017年３月 当社取締役会長就任（現任）

2017年６月 ㈱LITALICO取締役（監査等委員）（現

任）

(注)２ 1,332,000

取締役 － 竹内 徳 1978年３月25日生

2003年２月 ㈲フーディーズ 入社

2005年３月 ㈱アドパークコミュニケーションズ

入社

2006年12月 当社入社

2009年３月 当社取締役メディアマーケティング部

長就任

2014年３月 当社常務取締役就任

2015年３月 当社取締役就任（現任）

(注)２ 4,000

取締役 － 菅間 淳 1971年７月26日生

1993年10月 公認会計士第２次試験合格

1995年４月 山一證券㈱入社

1998年２月 プライスウォーターハウスコンサルタ

ント㈱（現 日本アイ・ビー・エム

㈱）入社

2000年４月 メリルリンチ証券 東京支店入社

2003年10月 リーマンブラザーズ証券 東京支店入

社

2006年７月 ドイツ証券㈱入社

2014年５月 クックパッド㈱執行役

2017年３月 当社取締役就任（現任）

(注)２ 25,000

決算短信（宝印刷） 2018年04月02日 15時31分 39ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



― 36 ―

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 － 林 展宏 1961年１月10日生

1984年４月 安田生命保険相互会社（現 明治安田

生命保険相互会社）入社

2005年４月 日本テレコム㈱（現 ソフトバンク

㈱）執行役員人事本部長

2008年７月 ㈱シグマクシス パートナー兼人事ダ

イレクター

2015年２月 クックパッド㈱執行役

2017年３月 当社取締役就任（現任）

(注)２ 25,000

取締役 － 吉川 崇倫 1983年８月９日生

2008年４月 ㈱サイバーエージェント入社

2012年６月 クックパッド㈱入社

2015年１月 クックパッド㈱技術部開発基盤グルー

プグループ長

2017年５月 当社執行役員CTO

2018年３月 当社取締役就任（現任）

(注)２ －

監査役
（常勤）

－ 田丸 正敏 1948年１月６日生

1971年４月 ㈱日本興業銀行（現 ㈱みずほ銀行）入

行

1988年６月 同行ニューヨーク支店経理部長

1994年５月 同行日本橋支店副支店長

1997年６月 同行検査役

2000年４月 興和不動産㈱（現 新日鉄興和不動産

㈱）入社

2004年11月 同社執行役員財務本部副本部長兼経理

部長

2007年７月 同社常勤監査役

2011年12月 当社常勤監査役就任（現任）

(注)３ －

監査役 － 飯島 一郎 1960年３月23日生

1984年７月 学校法人大原簿記学校 入社

1987年７月 治田会計事務所 入所

1995年６月 飯島会計事務所（現 飯島総合会計事

務所） 所長（現任）

2007年２月 当社監査役就任（現任）

(注)３ －

監査役 － 永井 正孝 1945年４月１日生

1968年４月 古河電気工業㈱入社

1993年５月 同社新機能製品事業部 メモリーディ

スク部長

1995年１月 ComputerMemory(米)取締役

(兼任）

　 Stormex(墨)取締役（兼任）

1996年５月 新機能製品事業部 企画管理部長

（兼）メモリーディスク部長

1999年６月 原子燃料工業(株)入社 取締役

2003年６月 同社常務取締役

2004年６月 同社常任監査役

2008年６月 同社常勤顧問

2011年３月 当社監査役就任（現任）

(注)３ －

計 1,411,000

　
（注）１.監査役田丸正敏、飯島一郎及び永井正孝は、社外監査役であります。

　 ２.2018年３月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時までであります。

　 ３.2016年３月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時までであります。

　 ４.当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各部の業務執行機

能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

企業価値の最大化を図るにあたり、各ステークホルダーとの関係強化及び経営統治機能の充実を図ることが、

当社のコーポレート・ガバナンスに対する取り組みの基本的な考え方であり、経営上の最重要項目と位置付けて

おります。意思決定の迅速化・活性化、業務執行に対する監督機能の強化、取締役に対する経営監視機能の強

化、及び内部統制システムを整備することで、会社の透明性・公正性を確保し、各ステークホルダーへ適正かつ

タイムリーなディスクロージャーに努めてまいります。

②コーポレート・ガバナンス体制の概略及び当該体制を採用する理由

当社は、社会から信頼が求められる情報メディア事業を行っており、社会からの信頼を基盤として企業価値が

成り立っていると考えております。コーポレート・ガバナンスは、当社がこうした社会からの信頼を維持してい

くために必要不可欠なものと認識しております。ステークホルダーの期待に応え、継続的に企業価値を高めてい

くためには、経営における「執行と監督の分離」が最も効果的であると考え、当社経営陣の監督機関として、取

締役会及び監査役会に加え、業務執行に関する重要事項の協議、重要経営事項の事前審議、情報の伝達及び共通

理解、リスクに関する検討等を目的にした経営会議を設置しております。また、内部監査機能の充実を図るため

各取締役、各事業部門の監査機関として代表取締役直属の組織とした内部統制室を設置しております。なお、コ

ーポレート・ガバナンス体制は以下の図の通りであります。
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③内部統制システム等の整備状況

当社の内部統制システムといたしましては、経営の有効性と効率性の向上、財務報告の信頼性の確保、諸法規

等の遵守のため、職務分掌及び内部牽制の考え方を基礎に、当社及び子会社の業務特性やリスクに応じた各種の

統制活動を実施しております。また、これらの内容を諸規程として定め、その徹底を図っております。さらに、

内部統制室主導で内部監査を実施し、所定の内部統制が有効に機能しているかを定期的に検証するとともに、絶

えずその改善・強化に努めております。

諸法規等の遵守に関しては、法務部が動向を把握し、弁護士等の外部専門家との適切なコミュニケーションに

より、その確保に努めております。

④子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

子会社の内部統制システムは、当社の内部統制システムの整備に関する基本方針を共通基盤として構築されて

おり、当社の内部統制室が定期的に監査を実施し、その結果を当社へ報告する体制を整備しております。

また、子会社の取締役は、子会社の経営状況、財務状況及び重要な事項について当社取締役会へ定期的に報告

しております。

⑤内部監査及び監査役監査の状況

内部監査については、代表取締役社長直属の組織として内部統制室（１名）を置き、内部監査規程に基づい

て、また監査役会や監査法人と連携を取りながら、業務の運営が効率的、合理的に行われているかを検証、評価

及び助言することにより、当社及び子会社の業績の改善、経営の効率化に資することを目的として、内部監査を

実施しております。内部監査は、各部署に対して年１回以上行えるように監査計画を組み、監査結果について

は、代表取締役社長と被監査部門に報告するとともに、業務改善に向けた助言・勧告を行っており、内部統制が

有効に機能するように努めております。

当社の監査役会は、社外監査役３名により構成され（うち１名は常勤監査役）、原則として月１回開催されて

おり監査役間での情報共有を図っております。監査役監査は毎期策定される監査計画書に基づき、取締役会を含

む重要な会議への出席、重要書類の閲覧による実地調査、また取締役及び従業員からのヒアリング等を通じて実

施しております。

監査役監査は、内部監査と同質化しない限度において内部統制室と協力して共同監査を行うほか、年間監査計

画を相互にヒアリングするとともに、重要な会議に出席することによって、定期的な情報交換を行っておりま

す。会計監査との関係については、会計監査人は誠栄監査法人を選定しております。監査役と会計監査人との間

では、定期的に会合が開催されており、監査上の問題点の有無や今後の課題に関して意見交換等が行われており

ます。また、期末及び四半期ごとに実施される監査講評については、監査役及び内部統制室が同席することで情

報共有を図っております。

⑥リスク管理体制の状況

リスク管理体制につきましては、部門又はプロジェクト毎の会議を通じ、又はそれらを踏まえて各部門長か

ら、経営会議や社長へ状況報告を行うこととしております。さらに、それらの報告のうち重要なものについて

は、社長又は役員から取締役会に報告することとしております。これらの体制により、当社及び子会社の対処す

べきリスクや重要事実の発生可能性等の情報の集約を図り、迅速な対処につなげております。
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⑦会計監査の状況

当社は、監査契約を誠栄監査法人と締結しております。通期の財務諸表監査、会計上の課題について都度助言

を受け、会計処理の適正化に努めております。

　監査法人の業務執行に関する各種事項については以下の通りであります。

業務を執行した公認会計士の氏名 田村和己 森本晃一

　監査業務にかかる補助者の構成 公認会計士３名

公認会計士試験合格者１名

その他１名

なお、継続監査年数については、７年以内であります。

⑧社外取締役及び社外監査役

当社では、社外監査役３名を選定しております。コーポレート・ガバナンスにおいては、外部からの客観的、

中立的な経営監視機能が重要と考えており、当社では監査役会による監査が実施されることにより、外部からの

経営監視機能が十分に機能していると考えております。このため、社外取締役は選任しておりません。

　なお、当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するにあたり、独立性に関する基準又は方針は特に設けてお

りませんが、選任にあたっては、会社法に定める社外性の要件を満たすというだけでなく、東京証券取引所の独

立役員の基準等を参考にしております。

　社外監査役飯島一郎氏は、会計事務所を開業しており税理士、行政書士等の資格を有し、その幅広い知識か

ら、適宜質問、提言、助言を述べ、適切かつ適正な監査により当社の経営に活かすことを目的に選任しておりま

す。同氏は、当社経営陣の監督機関として重要な役割と機能を果たしております。社外監査役永井正孝氏は東証

一部上場企業にて事業部長を歴任後、関連会社取締役を経験し、その幅広い知識から、適宜質問、提言、助言を

述べ、適切かつ適正な監査により当社の経営に活かす事を目的に選任しております。社外監査役田丸正敏氏は、

金融機関並びに不動産会社にて経理部長や検査役を歴任後、監査役を経験し、その幅広い知識から、適宜質問、

提言、助言を述べ、適切かつ適正な監査により当社の経営に活かすことを目的に選任しております。現在は社外

取締役を選任しておりませんが、今後において社外取締役選任の必要性が高くなった場合には、適切な人物を選

任する所存であります。

⑨役員報酬等

（ア）提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員
の数（名）基本報酬

ストック・
オプション

賞与

　取締役 45,821 45,821 － － ７

　監査役（社外監査役を除く） － － － － －

　社外監査役 4,920 4,920 － － ３

（注）１. 役員ごとの報酬等につきましては、１億円以上を支給している役員はありませんので、記載を省略しており

ます。

２. 2017年３月29日開催の定時株主総会終了時をもって退任した取締役２名を含めております。

（イ）役員報酬等の決定方針

役員の報酬等は、経済情勢、当社を取り巻く環境、各役員の職務の内容を参考にするとともに、監督活動の頻

度、時間に応じた報酬を勘案し、相当と思われる額を決定することとしております。
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⑩責任限定契約の概要

当社は、社外監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としています。

⑪取締役の定数

　当社は、取締役を８名以内にする旨を定款に定めております。

⑫取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席しその議決権の過半数をもって行う旨、取締役の選任決議においては累積投票によらないこととする旨

を定款に定めております。

⑬株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。こ

れは株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものであります。

⑭取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たし

うる環境を整備することを目的として、取締役及び監査役（取締役及び監査役であった者を含む。）の会社法第

423条第１項の賠償責任について法令に定める要件に該当する場合には、取締役会の決議によって、賠償責任額

から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除することができる旨定款に定めておりま

す。

⑮中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、株主への機動的な利益還元の実施を可能とすることを目的に、

取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めておりま

す。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 13,000 － 14,500 －

連結子会社 － － － －

計 13,000 － 14,500 －

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度（自 2016年１月１日 至 2016年12月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 2017年１月１日 至 2017年12月31日）

該当事項はありません。

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の規模及び特性並びに監査日数等を勘案した上で決定することとしております。
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第５ 【経理の状況】

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2017年１月１日から2017年12月31日ま

で）の連結財務諸表及び事業年度（2017年１月１日から2017年12月31日まで）の財務諸表について、誠栄監査法人に

より監査を受けております。

　

なお、当社の監査人は次のとおり異動しております。

前々連結会計年度及び前々事業年度 新日本有限責任監査法人

前連結会計年度及び前事業年度 誠栄監査法人

臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

（１）異動に係る監査公認会計士等の名称

　 ① 選任する監査公認会計士等の名称

　 誠栄監査法人

　 ② 退任する監査公認会計士等の名称

　 新日本有限責任監査法人

（２）異動の年月日

　 2016年３月24日

（３）退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日

　 2015年３月26日

（４）退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　 該当事項はありません。

（５）異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

当社の監査公認会計士であります新日本有限責任監査法人は、2016年３月24日開催予定の第13回定時株主総会

終結の時をもって任期満了により退任されます。これに伴い、監査役会が誠栄監査法人を監査公認会計士等の候

補者とした理由は、当社の会計監査人に求められている独立性及び適切性等を検討した結果、当社の会計監査が

適正かつ妥当に行われることを確保する体制を整えているものと判断したためであります。

（６）上記（５）の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る退任する監査公認会計士等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し会計基準等の変更等について的確に対応ができるよう財務・会計の専門書の購読及び勉強会の実施

により体制整備に努めているほか、各種セミナー等への参加をしております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2016年12月31日)

当連結会計年度
(2017年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,270,422 1,213,709

売掛金 128,492 105,985

販売用不動産 256,184 -

貯蔵品 363 160

前払費用 12,823 19,685

前渡金 48,199 -

短期貸付金 2,400 3,700

その他 23,241 25,279

貸倒引当金 △2,400 △3,700

流動資産合計 1,739,726 1,364,820

固定資産

有形固定資産

建物 8,630 36,036

減価償却累計額 △7,644 △17,745

建物（純額） 986 18,290

工具、器具及び備品 55,339 38,722

減価償却累計額 △52,352 △27,475

工具、器具及び備品（純額） 2,986 11,246

その他 - 8,442

減価償却累計額 - △5,538

その他（純額） - 2,903

有形固定資産合計 3,972 32,441

無形固定資産

のれん - 170,423

商標権 1,796 1,497

ソフトウエア 2,002 4,267

その他 0 -

無形固定資産合計 3,799 176,189

投資その他の資産

差入保証金 19,759 19,436

破産更生債権等 9,179 852

長期未収入金 159,486 158,522

長期貸付金 5,700 -

貸倒引当金 △174,142 △159,368

投資その他の資産合計 19,983 19,442

固定資産合計 27,755 228,073

資産合計 1,767,481 1,592,893
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2016年12月31日)

当連結会計年度
(2017年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 17,749 39,956

未払金 78,764 127,354

未払費用 16,190 14,653

短期借入金 150,000 -

1年内返済予定の長期借入金 50,004 50,004

前受金 9,364 88,805

未払法人税等 9,723 8,989

預り金 9,418 13,929

移転損失引当金 14,694 -

賞与引当金 4,644 -

その他 1,957 9,354

流動負債合計 362,511 353,047

固定負債

長期借入金 74,994 24,990

固定負債合計 74,994 24,990

負債合計 437,505 378,037

純資産の部

株主資本

資本金 813,860 823,807

資本剰余金 802,837 964,723

利益剰余金 △288,908 △575,818

自己株式 - △174

株主資本合計 1,327,789 1,212,537

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 - 202

その他の包括利益累計額合計 - 202

新株予約権 2,187 2,116

純資産合計 1,329,976 1,214,856

負債純資産合計 1,767,481 1,592,893
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2016年１月１日
　至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日

　至 2017年12月31日)

売上高 1,108,920 1,296,728

売上原価 554,747 ※１ 805,633

売上総利益 554,172 491,095

販売費及び一般管理費 ※２ 677,643 ※２ 806,363

営業損失（△） △123,470 △315,267

営業外収益

受取利息 166 42

貸倒引当金戻入額 - 5,163

その他 2,492 482

営業外収益合計 2,658 5,688

営業外費用

株式交付費 4,761 -

支払利息 2,608 1,519

為替差損 2,428 600

その他 1,570 853

営業外費用合計 11,369 2,972

経常損失（△） △132,180 △312,552

特別利益

新株予約権戻入益 737 6

事業分離における移転利益 - 32,653

その他 - 431

特別利益合計 737 33,091

特別損失

固定資産除却損 - ※３ 556

減損損失 ※４ 20,060 ※４ 896

貸倒引当金繰入額 167,386 -

移転損失引当金繰入額 14,694 155

たな卸資産評価損 22,337 -

保証金償却 21,914 1,173

特別損失合計 246,393 2,782

税金等調整前当期純損失（△） △377,836 △282,243

法人税、住民税及び事業税 6,241 4,666

法人税等合計 6,241 4,666

当期純損失（△） △384,078 △286,910

非支配株主に帰属する当期純利益 - -

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △384,078 △286,910
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【連結包括利益計算書】

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2016年１月１日
　至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日

　至 2017年12月31日)

当期純損失（△） △384,078 △286,910

その他の包括利益

為替換算調整勘定 - 202

その他の包括利益合計 - ※ 202

包括利益 △384,078 △286,707

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △384,078 △286,707

非支配株主に係る包括利益 - -
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

　前連結会計年度（自 2016年１月１日 至 2016年12月31日）

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 395,293 385,293 255,628 △241,159 795,057 － － 3,812 798,869

当期変動額

新株の発行 418,566 417,543 836,110 836,110

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△384,078 △384,078 △384,078

自己株式の取得 － －

自己株式の処分 △160,459 241,159 80,700 80,700

自己株式処分差損の

振替
160,459 △160,459 － －

株式交換による増加 － －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

－ △1,625 △1,625

当期変動額合計 418,566 417,543 △544,537 241,159 532,731 － － △1,625 531,106

当期末残高 813,860 802,837 △288,908 － 1,327,789 － － 2,187 1,329,976

　当連結会計年度（自 2017年１月１日 至 2017年12月31日）

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 813,860 802,837 △288,908 － 1,327,789 － － 2,187 1,329,976

当期変動額

新株の発行 9,946 9,936 19,883 19,883

親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）
△286,910 △286,910 △286,910

自己株式の取得 △174 △174 △174

自己株式の処分 － －

自己株式処分差損の

振替
－ －

株式交換による増加 151,949 151,949 151,949

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

－ 202 202 △71 131

当期変動額合計 9,946 161,886 △286,910 △174 △115,251 202 202 △71 △115,119

当期末残高 823,807 964,723 △575,818 △174 1,212,537 202 202 2,116 1,214,856
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2016年１月１日
　至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日

　至 2017年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △377,836 △282,243

減価償却費 7,214 6,480

減損損失 20,060 896

のれん償却額 - 8,969

貸倒引当金の増減額（△は減少） 168,547 △13,473

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,441 △4,644

受取利息及び受取配当金 △166 △42

新株予約権戻入益 △737 △6

支払利息 2,608 1,519

固定資産除却損 - 556

株式交付費 4,761 -

事業分離における移転利益 - △32,653

未収入金の増減額（△は増加） △156,389 △3,370

前払費用の増減額（△は増加） 5,091 △4,969

売上債権の増減額（△は増加） 31,216 49,955

たな卸資産の増減額（△は増加） △154,802 256,407

前渡金の増減額（△は増加） 117,141 48,199

仕入債務の増減額（△は減少） △30,332 19,240

未払金の増減額（△は減少） 44,394 23,871

未払費用の増減額（△は減少） △15,041 △6,589

未払消費税等の増減額（△は減少） △30,216 9,312

その他 12,415 4,162

小計 △354,513 81,579

利息及び配当金の受取額 251 42

利息の支払額 △2,906 △1,272

法人税等の支払額 △29,199 △17,597

法人税等の還付及び還付加算金の受取額 126 -

営業活動によるキャッシュ・フロー △386,241 62,752

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △50,000 -

有形固定資産の取得による支出 △820 △23,073

無形固定資産の取得による支出 △675 △3,925

敷金及び保証金の戻入による収入 1,673 29,754

敷金及び保証金の差入による支出 △2,127 △7,466

短期貸付金の純増減額（△は増加） 400 △51,300

長期貸付金の回収による収入 - 5,700

事業分離による収入 - ※３ 33,888

その他 30 -

投資活動によるキャッシュ・フロー △51,520 △16,421
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2016年１月１日
　至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日

　至 2017年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △150,000 △150,000

長期借入れによる収入 150,000 -

長期借入金の返済による支出 △25,002 △50,004

新株予約権の行使による株式の発行による収入 15,875 19,308

新株予約権の発行による収入 - 510

株式の発行による収入 819,347 -

自己株式の処分による収入 80,700 -

自己株式の取得による支出 - △174

財務活動によるキャッシュ・フロー 890,920 △180,360

現金及び現金同等物に係る換算差額 - 555

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 453,158 △133,473

現金及び現金同等物の期首残高 767,263 1,220,422

株式交換による現金及び現金同等物の増加額 - ※２ 76,760

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,220,422 ※１ 1,163,709
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

　すべての子会社を連結しております。

　連結子会社の数

　 4社

　連結子会社の名称

株式会社スペースマゼラン

株式会社Seven Signatures International

Seven Signatures International,a Hawaii Corporation

Seven Signatures Property Management LLC.

　2017年５月１日付で株式会社Seven Signatures Internationalの全株式を取得したことにより、当連結会計年度よ

り同社及びその子会社を連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　たな卸資産

①貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

②販売用不動産

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産

　 定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法）を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　 建物 ８年～18年

　 工具、器具及び備品 ３年～20年

　 ② 無形固定資産

　 定額法を採用しております。

なお、商標権については10年、ソフトウエア(自社利用分）については、社内における利用期間（５年）に基づく

定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計

上しております。

③ 移転損失引当金

事務所の移転等に伴う損失に備えて、損失見込額を計上しております。

　

(4) のれんの償却方法及び償却期間

その支出の効果の及ぶ期間（10年）にわたって、定額法により償却しております。

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　(6) 重要な繰延資産の処理方法

　 株式交付費

　 支出時に全額費用処理しております。

(7) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結会計

年度から適用しております。

(連結貸借対照表関係)

　 該当事項はありません。
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(連結損益計算書関係)

※１ 期末たな卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。
前連結会計年度

(自 2016年１月１日
至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日
至 2017年12月31日)

－千円 10,624千円

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2016年１月１日
至 2016年12月31日

当連結会計年度
(自 2017年１月１日
至 2017年12月31日)

広告宣伝費 206,457千円 129,731千円

役員報酬 44,173 68,321

給与賞与 191,047 266,370

賞与引当金繰入額 3,077 －

減価償却費 3,639 3,996

貸倒引当金繰入額 1,161 1,092

のれん償却額 － 8,969

　

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。
前連結会計年度

(自 2016年１月１日
至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日
至 2017年12月31日)

工具、器具及び備品 －千円 556千円

※４ 減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前連結会計年度（自 2016年１月１日 至 2016年12月31日）

場所 用途 種類 金額（千円）

東京都港区 本社設備 建物附属設備 13,583

東京都港区 事業用資産 ソフトウエア等 6,477

合計 20,060

（資産のグルーピングの方法）

当社は、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出し、継続的な事業収支の把握がなされる最小の単位に基づ

き資産のグル―ピングを行っております。

（減損損失の認識に至った経緯）

本社移転の意思決定を行ったことに伴い、建物附属設備のうち本社設備について、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。また、当初想定していた収益が見込めな

くなったことに伴い、事業用資産の一部について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。

（回収可能価額の算定方法）

回収可能価額は使用価値を使用しておりますが、使用価値を零としております。
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当連結会計年度（自 2017年１月１日 至 2017年12月31日）

場所 用途 種類 金額（千円）

愛知県名古屋市 支社設備 建物附属設備等 625

福岡県福岡市 支社設備 建物附属設備 271

合計 896

（資産のグルーピングの方法）

当社は、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出し、継続的な事業収支の把握がなされる最小の単位に基づき

資産のグル―ピングを行っております。

（減損損失の認識に至った経緯）

名古屋支社の閉鎖及び福岡支社の移転を行ったことに伴い、支社設備等について、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（回収可能価額の算定方法）

回収可能価額は使用価値を使用しておりますが、使用価値を零としております。

(連結包括利益計算書関係)

　※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
（自 2016年１月１日

　 至 2016年12月31日）

当連結会計年度
（自 2017年１月１日

　 至 2017年12月31日）

為替換算調整勘定

当期発生額 －千円 202千円

その他の包括利益合計 － 202
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(連結株主資本等変動計算書関係)

　前連結会計年度（自 2016年１月１日 至 2016年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式

　普通株式 (注)１、２ 1,288,500 1,030,600 － 2,319,100

合計 1,288,500 1,030,600 － 2,319,100

自己株式

　普通株式 (注)３ 100,000 － 100,000 －

合計 100,000 － 100,000 －

(変動事由の概要)

(注)１．新株予約権の権利行使に伴う増加 15,300株

２．第三者割当増資による新株式の発行に伴う増加 1,015,300株

３．第三者割当による自己株式の処分に伴う減少 100,000株

　２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

当連結
会計年度
末残高
（千円）

当連結
会計年度
期首

当連結
会計年度
増加

当連結
会計年度
減少

当連結
会計年度

末

提出会社
2012年ストック・オプションとし
ての新株予約権（第４回）

－ － － － － 2,187

　３．配当に関する事項

　 該当事項はありません。

　

　当連結会計年度（自 2017年１月１日 至 2017年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式

　普通株式 (注)１、２ 2,319,100 63,480 － 2,382,580

合計 2,319,100 63,480 － 2,382,580

自己株式

　普通株式 (注)３ － 45 － 45

合計 － 45 － 45

(変動事由の概要)

(注)１．新株予約権の権利行使に伴う増加 14,700株

２．株式交換に伴う新株式発行による増加 48,780株

３．単元未満株式の買取に伴う増加 45株
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　２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

当連結
会計年度
末残高
（千円）

当連結
会計年度
期首

当連結
会計年度
増加

当連結
会計年度
減少

当連結
会計年度

末

提出会社
2012年ストック・オプションとし
ての新株予約権（第４回）

－ － － － － 1,612

提出会社
2017年ストック・オプションとし
ての新株予約権（第６回）

－ － 　－ － － 504

合計 － － － － 2,116

　(注)１．2017年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　３．配当に関する事項

　 該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

前連結会計年度
(自 2016年１月１日
至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日
至 2017年12月31日)

現金及び預金 1,270,422千円 1,213,709千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △50,000千円 △50,000千円

現金及び現金同等物 1,220,422千円 1,163,709千円

　

※２ 重要な非資金取引の内容

前連結会計年度（自 2016年１月１日 至 2016年12月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 2017年１月１日 至 2017年12月31日）

　株式交換により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

株式交換により新たに連結子会社となった株式会社Seven Signatures International及びその子会社２社の連

結開始時の資産及び負債の内訳は、次のとおりであります。

流動資産 122,723千円

固定資産 22,936

資産合計 145,660

流動負債 173,103

固定負債 －

負債合計 173,103

なお、流動資産には連結開始時の現金及び現金同等物76,760千円が含まれており、「株式交換による現金及び

現金同等物の増加額」に計上しております。

※３ 現金及び現金同等額を対価とする事業の譲渡に係る資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自 2016年１月１日 至 2016年12月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 2017年１月１日 至 2017年12月31日）

当社の医療サイト事業の譲渡に伴う資産の内訳並びに事業分離による収入は次のとおりであります。

固定資産 0千円

事業分離における移転利益 19,999

事業分離による収入 20,000

当社の投資用海外不動産セミナー事業の譲渡に伴う資産の内訳並びに事業分離による収入は次のとおりでありま

す。

固定資産 1,234千円

事業分離における移転利益 12,653

事業分離による収入 13,888
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で運用しております。また、投資活動に伴う

資金が必要な場合は、銀行借入により調達する方針であります。なお、デリバティブ取引は、行わない方針でありま

す。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び金銭債権である長期未収入金は、取引先の信用リスクに晒されております。また、海

外の取引先に係る長期未収入金は為替の変動リスクに晒されております。

営業債務である未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。また、長期借入金は、運転資金に

必要な資金調達を目的としたものであり、資金調達に係る金利リスク及び流動性リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

(ⅰ)信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

営業債権については、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。金銭債権については、取引先毎の期

日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を定期的に把握する等の方法により管理しております。

(ⅱ)流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。((注)２.参照)

前連結会計年度（2016年12月31日）

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

① 現金及び預金 1,270,422 1,270,422 －

② 売掛金 128,492

　 貸倒引当金（※） △200

128,292 128,292 －

資産計 1,398,714 1,398,714 －

③ 短期借入金 150,000 150,000 －

④ 長期借入金 124,998 124,888 △109

負債計 274,998 274,888 △109

（※）売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。
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当連結会計年度（2017年12月31日）

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

① 現金及び預金 1,213,709 1,213,709 －

② 売掛金 105,985 105,985 －

資産計 1,319,694 1,319,694 －

③ 未払金 127,354 127,354 －

④ 長期借入金 74,994 74,929 △64

負債計 202,348 202,283 △64

(注)１.金融商品の時価の算定方法に関する事項

資 産

① 現金及び預金、② 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

負 債

③ 未払金

　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

④ 長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）

時価については、元金利の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しております。

　

　 ２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：千円）

前連結会計年度
（2016年12月31日）

当連結会計年度
（2017年12月31日）

　長期未収入金(※１) 159,486 158,522

貸倒引当金（※２） △159,486 △158,522

－ －

(※１)長期未収入金については市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローの見積りが困難であります。

　 したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

(※２)長期未収入金の全額について貸倒引当金を計上しております。
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　 ３.金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2016年12月31日）

1年以内
（千円）

1年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

現金及び預金 1,270,422 － －

売掛金 128,492 － －

資産計 1,398,914 － －

当連結会計年度（2017年12月31日）

1年以内
（千円）

1年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

現金及び預金 1,213,709 － －

売掛金 105,985 － －

資産計 1,319,694 － －

　 ４.借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2016年12月31日）

1年以内
（千円）

1年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

短期借入金 150,000 － － － － －

長期借入金 50,004 50,004 24,990 － － －

負債計 200,004 50,004 24,990 － － －

当連結会計年度（2017年12月31日）

1年以内
（千円）

1年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

長期借入金 50,004 24,990 － － － －

負債計 50,004 24,990 － － － －

(退職給付関係)

　 該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

第１回新株予約権

付与対象者の区分及び人数（名）
当社役員２
当社従業員38

株式の種類及び付与数（株） 普通株式34,000（注）

付与日 2007年12月27日

権利確定条件

①新株予約権の行使時において、当社株式が日本国内外の金融商品取引所に
上場された日から１年間が経過していることを要する。

②新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社または子会社の取締
役、監査役、従業員のいずれかであることを要する。但し、任期満了によ
る退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失
った場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの
限りではない。

③その他の条件については、当社と各割当対象者との間で締結する「新株予約
権割当契約書」に定めるところによる。

対象勤務期間
自 2007年12月27日
至 2009年12月27日

権利行使期間
自 2009年12月28日
至 2017年12月27日

第４回新株予約権

付与対象者の区分及び人数（名）
当社役員３
当社従業員63

株式の種類及び付与数（株） 普通株式60,000（注）

付与日 2012年10月16日

権利確定条件

①新株予約権の行使時において、当社株式が日本国内外の金融商品取引所に
上場された日から１年間が経過していることを要する。

②新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社または子会社の取締
役、監査役、従業員のいずれかであることを要する。但し、任期満了によ
る退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失
った場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの
限りではない。

③その他の条件については、当社と各割当対象者との間で締結する「新株予
約権割当契約書」に定めるところによる。

対象勤務期間
自 2012年10月16日
至 2014年３月25日

権利行使期間
自 2014年３月26日
至 2022年３月25日

　

第５回新株予約権

付与対象者の区分及び人数（名） 当社役員４

株式の種類及び付与数（株） 普通株式40,000（注）

付与日 2012年10月16日

権利確定条件

①新株予約権の行使時において、当社株式が日本国内外の金融商品取引所に
上場された日から１年間が経過していることを要する。

②新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社または子会社の取締
役、監査役、従業員のいずれかであることを要する。但し、任期満了によ
る退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失
った場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの
限りではない。

③その他の条件については、当社と各割当対象者との間で締結する「新株予
約権割当契約書」に定めるところによる。

対象勤務期間
自 2012年10月16日
至 2014年10月４日

権利行使期間
自 2014年10月５日
至 2022年10月４日
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第６回新株予約権

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役４
当社従業員39
当社子会社の取締役１
当社子会社の従業員９

株式の種類及び付与数（株） 普通株式25,500（注）

付与日 2017年９月15日

権利確定条件

①新株予約権者は、新株予約権の行使時において当社または当社子会社の取
締役または従業員であることを要する。但し、任期満了による退任及び定
年退職、その他正当な理由のある場合は、この限りではない。

②新株予約権者は、下記(a)、（b）または（c）に掲げる各条件を充たした場
合、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、それぞれ定め
られた割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を上限として、当
該条件を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日から行使
することができる。なお、行使可能な新株予約権の数に１個未満の端数が
生じる場合は、これを切り捨てた数とする。
（a）2018年12月期または2019年12月期のうち、いずれかの期において
EBITDAが３億円超である場合 行使可能割合：10％
（b）2018年12月期乃至2022年12月期のうち、いずれかの期において
EBITDAが６億円超である場合 行使可能割合：60％
（c）2018年12月期乃至2022年12月期のうち、いずれかの期において
EBITDAが10億円超である場合 行使可能割合：100％
上記におけるEBITDAは、当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算
書における営業利益に、連結キャッシュ・フロー計算書に記載された減価
償却費及びのれん償却額を加算した額をいうものとし、連結財務諸表を作
成していない場合には、それぞれ損益計算書及びキャッシュ・フロー計算
書とする。なお、適用される会計基準の変更等により参照すべきEBITDAの
計算に用いる各指標の概念に重要な変更があった場合には、当社は合理的
な範囲内において、別途参照すべき適正な指標及び数値を取締役会にて定
めるものとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自 2019年４月１日
至 2025年９月14日

（注）株式数に換算して記載しております。

　(2)権利不行使による失効により利益として計上した金額

　（単位：千円）

前連結会計年度
（自 2016年１月１日

　 至 2016年12月31日）

当連結会計年度
（自 2017年１月１日

　 至 2017年12月31日）

　新株予約権戻入益 737 ６
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　(3) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2017年12月31日）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

第１回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

権利確定前

前連結会計年度末（株） － － － －

付与（株） － － － 25,500

失効（株） － － － 300

権利確定（株） － － － －

未確定残（株） － － － 25,200

権利確定後

前連結会計年度末（株） 400 17,500 28,400 －

権利確定（株） － － － －

権利行使（株） 400 4,600 9,700 －

失効（株） － － － －

未行使残（株） － 12,900 18,700 －

② 単価情報

第１回新株予約権 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

権利行使価格（円） 553 1,250 1,375 2,445

行使時平均株価（円） 2,628 4,251 3,831 －

付与日における公正な評価単価（円） － 125 － 20

　

２．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　（１）使用した評価技法 モンテカルロ・シミュレーション

　（２）主な基礎的数値及び見積方法

　第６回新株予約権

株価変動性 71.43％

満期までの期間 (注)１ ８年

予想配当 (注)２ ０％

無リスク利子率 0.016％

(注) １．割当日は2017年９月15日であり、権利行使期間は2019年４月1日から2025年９月14日までであります。

２．2016年12月期の配当実績によります。

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。

４．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的価値

　の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合

　計額

(1) 当連結会計年度末における本源的価値の合計額 1,612千円

(2) 当連結会計年度において権利行使されたストック・オプション

　 の権利行使日における本源的価値の合計額 575千円
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
(2016年12月31日)

当連結会計年度
(2017年12月31日)

繰延税金資産

(1) 流動資産

賞与引当金 980千円 －千円

　 法定福利費 2,070 417

未払費用 1,414 325

　 保証金償却 8,171 －

　 移転損失引当金 4,534 －

その他 9,789 1,155

繰延税金資産小計 26,962 1,898

　評価性引当額 △26,962 △1,898

(2) 固定資産

　 ソフトウェア 4,294 1,333

貸倒引当金 57,345 56,388

　 資産除去債務 － 1,042

　 器具備品 439 308

　 商標権 131 35

税務上の繰越欠損金 106,482 248,322

　 その他 4,472 618

繰延税金資産小計 173,164 308,048

評価性引当額 △173,164 △308,048

繰延税金資産合計 － －

繰延税金負債 － －

繰延税金資産の純額 － －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　前連結会計年度及び当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失のため、記載を省略しております。

(企業結合等関係)

事業分離

当社及び株式会社アイフラッグ（以下「アイフラッグ」といいます。）は、2017年３月16日開催の取締役会におい

て、医療サイト事業を会社分割により、アイフラッグに承継することについて、分割契約の締結を決議し、同日、分

割契約を締結いたしました。この契約に基づき、当社は2017年５月１日付で本吸収分割を実施いたしました。

１．事業分離の概要

(1) 分離先企業の名称

株式会社アイフラッグ

(2) 分離した事業の内容

当社の医療サイト事業

(3) 事業分離を行った主な理由

当社は、財務の健全化の観点や注力すべき事業領域の見直し、経営資源の効率化の結果、医師・病院検索サ

イト「ドクターオウチーノ 」について当該事業の売却を検討してまいりました。一方、アイフラッグは、シス

テム・メディアソリューション事業を展開しており、当該事業における提供サービスの更なる充実を目指して

いることから、両社の目論見が一致し、協議を重ねてきた結果、医療サイト事業をアイフラッグに会社分割い

たしました。

(4) 事業分離日

2017年５月１日
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(5) 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

当社を分割会社、アイフラッグを承継会社とする吸収分割（簡易吸収分割）

　

２．実施した会計処理の概要

(1) 移転損益の金額

19,999千円

(2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

固定資産 0千円

(3) 会計処理

医療サイト事業の帳簿価額と売却額との差額を「事業分離における移転利益」として特別利益に計上してお

ります。

　

３．分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称

医療サイト事業

４．当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高 661千円

営業損失（△） △2,146
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事業分離

当社は、2017年９月５日開催の取締役会において、当社が運営する投資用海外不動産のセミナー事業（以下「本事

業」といいます。）を、福岡範洋氏（以下「福岡氏」といいます。）に対して譲渡することを決議し、同日、福岡氏

との間で事業譲渡契約を締結いたしました。この契約に基づき、当社は2017年10月31日付で事業譲渡を実施いたしま

した。

１．事業分離の概要

(1) 分離先の名称

福岡 範洋

(2) 分離した事業の内容

当社の投資用海外不動産セミナー事業

(3) 事業分離を行った主な理由

当社は、注力すべき事業領域の見直しの一環として、本事業の譲渡について、かねてより複数の事業者なら

びに当社従業員として立ち上げ当初から本事業の運営を牽引してきた福岡氏と検討・協議を重ねて参りまし

た。

社内にて慎重に検討を重ねたところ、本件事業譲渡が当社の経営資源の効果的かつ効率的な活用に資するこ

と、本事業の事業価値を維持し安定的な引き継ぎを実行する上で、福岡氏に対する事業譲渡が最も適切である

こと、当社従業員のキャリア形成におけるロールモデルの一例としての意義を有することといった観点から、

福岡氏に対して本事業を譲渡することが最適であると考え、本件事業譲渡を決定するに至ったものでありま

す。

(4) 事業分離日

2017年10月31日

(5) 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡

　

２．実施した会計処理の概要

(1) 移転損益の金額

12,653千円

(2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 －千円

固定資産 1,234

資産合計 1,234

流動負債 －

負債合計 －

(3) 会計処理

投資用海外不動産セミナー事業の帳簿価額と売却額との差額を「事業分離における移転利益」として特別利

益に計上しております。

３．分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称

住宅・不動産関連ポータル事業

４．当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高 27,626千円

営業損失（△） △5,560
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取得による企業結合

当社は、2017年３月29日開催の取締役会において、株式会社Seven Signatures International（以下「SSI」とい

います。）との間で当社を株式交換完全親会社、SSIを株式交換完全子会社とするための株式交換（以下「本株式交

換」）を行うことを決議し、同日、株式交換契約を締結いたしました。この契約に基づき、当社は2017年５月１日付

で株式交換を実施いたしました。

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社Seven Signatures International

事業の内容 不動産販売代理・仲介事業等

(2) 企業結合を行った主な理由

SSIは、アメリカ合衆国ハワイ州等の海外物件を中心に富裕層向け不動産販売代理・仲介事業を行い、エージ

ェントとして市場から高い評価を受けています。SSIを当社の完全子会社とすることで、当社グループの業績向

上に資するとともに、SSIが海外で培ったノウハウや人的資源を当社運営の住まいの相談窓口「住まいソムリ

エ」に応用するなど、当社グループの経営資源をより効率的に運用することも可能となるものと判断し、本株

式交換を行いました。

(3) 企業結合日

2017年６月30日（みなし取得日）

(4) 企業結合の法的形式

当社を株式交換完全親会社、SSIを株式交換完全子会社とする株式交換

(5) 結合後企業の名称

変更ありません。

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が株式を対価としてSSIの全株式を取得したためであります。

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

2017年７月１日から2017年12月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価（企業結合日に交付した普通株式の時価） 151,949千円

取得原価 151,949千円

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数

(1) 株式の種類別の交換比率

当社の普通株式１：SSI 8.13

(2) 株式交換比率の算定方法

当社は、本株式交換の株式交換比率の公正性・妥当性を確保するために、第三者算定機関として株式会社赤

坂国際会計（以下「赤坂国際会計」といいます。）を選定し、赤坂国際会計に株式交換比率の算定を依頼いた

しました。

赤坂国際会計は、株式価値の算定に際して、当社の株式価値については市場株価平均法を、SSIについては、

ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法を採用し、これらの評価結果を勘案した株式交換比率の算定結果

を当社に提出いたしました。

当社は、赤坂国際会計から提出を受けた株式交換比率の算定結果及び法務アドバイザーからの助言を参考に、

赤坂国際会計及び当社がSSIに対して実施した財務デュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて慎重に検討し、

両社の財務状況・資産状況・将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、SSIとの間で真摯に協議を重ねた結果、

上記(1)記載の株式交換比率は妥当であり、それぞれの株主の利益に資するものであると判断いたしました。

(3) 交付した株式数

普通株式 48,780株
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５．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリーに対する報酬等 2,185千円

６．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

179,393千円

(2) 発生原因

被取得企業の取得原価が企業結合時の被取得企業の時価純資産額を上回ったため、その差額をのれんとして

処理しております。

(3) 償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

　

７．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 122,723千円

固定資産 22,936

資産合計 145,660

流動負債 173,103

負債合計 173,103

８．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及びその算定方法

売上高 184,511千円

営業損失（△） △163,129

経常損失（△） △232,409

税金等調整前当期純損失（△） △300,133

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △300,414

１株当たり当期純損失（△） △127.14円

（概算額の算定方法）

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結

損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

(資産除去債務関係)

　当社は建物の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識しており

ます。なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃借契約に関連する敷金及び保証金の回収が最終的に見込め

ないと認められる金額を合理的に見積もり、そのうち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によ

っております。

　この見積にあたり、使用見込期間は入居から２年を採用しております。

　

(賃貸等不動産関係)

　 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１. 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、事業の内容や経済的特徴を考慮し、「住宅・不動産関連ポータル事業」、「インターネット広告

代理事業」、「プロパティ事業」、「医療サイト事業」及び「富裕層向けコンサルティング事業」の５つを報告セグ

メントとしております。

「住宅・不動産関連ポータル事業」は、住まい探しをする生活消費者に向けた住宅・不動産関連ポータルサイト

「オウチーノ」の運営等、「インターネット広告代理事業」は、インターネット広告の提案及び代理店事業等、「プ

ロパティ事業」は、連結子会社㈱スペースマゼランでの国内外の不動産購入・開発・販売等、「医療サイト事業」は、

医療系ポータルサイト「ドクターオウチーノ」の運営等、「富裕層向けコンサルティング事業」は、連結子会社㈱

Seven Signatures International（以下「SSI」といいます。）及びその子会社（以下「SSグループ」といいます。）

での富裕層向け不動産仲介・コンシェルジュサービス等により構成されております。

　

２. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用している会計処理の方法と同

一であります。

　報告セグメントの損失は、営業損失ベースの数値であります。

　セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいております。

　

３． 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 2016年１月１日 至 2016年12月31日）

(単位：千円)

報告セグメント

調整額

(注)１,２

連結財務諸表

計上額

(注)３

住宅・不動産

関連ポータル

事業

インターネッ

ト広告代理

事業

プロパティ

事業

医療サイト

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 787,099 202,566 118,307 947 1,108,920 － 1,108,920

セグメント間の内部
売上高又は振替高

43 － － － 43 △43 －

計 787,142 202,566 118,307 947 1,108,963 △43 1,108,920

セグメント損失（△） △97,277 △6,740 △4,645 △15,227 △123,890 420 △123,470

セグメント資産 103,120 28,592 432,566 138 564,417 1,203,064 1,767,481

その他の項目

減価償却費 5,258 197 － 1,759 7,214 － 7,214

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,819 － － 613 2,432 － 2,432

(注)１．セグメント損失（△）の調整額420千円はセグメント間取引消去420千円であります。

２．セグメント資産の調整額1,203,064千円は、全社資産に係るものであります。

　 ３．セグメント損失（△）は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 2017年１月１日 至 2017年12月31日）

(単位：千円)

報告セグメント

調整額

(注)４,５,６

連結財務諸表

計上額

(注)７

住宅・不動産

関連ポータル

事業

インターネッ

ト広告代理事

業(注)１

プロパティ

事業

(注)２

医療サイト

事業

(注)３

富裕層向けコ

ンサルティン

グ事業

計

売上高

外部顧客への売上高 568,223 67,303 337,253 661 323,286 1,296,728 － 1,296,728

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,860 － － － 1,914 3,774 △3,774 －

計 570,083 67,303 337,253 661 325,200 1,300,503 △3,774 1,296,728

セグメント損失（△） △219,014 △40,400 △21,813 △2,146 △34,943 △318,317 3,049 △315,267

セグメント資産 102,403 708 84,063 － 352,792 539,968 1,052,925 1,592,893

その他の項目

減価償却費 4,988 371 － 0 1,120 6,480 － 6,480

のれん償却額 － － － － 8,969 8,969 － 8,969

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

7,341 － － － 6,187 13,529 13,469 26,998

(注)１．「インターネット広告代理事業」は、2018年12月期第１四半期中にサービス提供を終了する予定でありま

す。

２．「プロパティ事業」は、当連結会計年度において取得済み販売用不動産の売却が完了し、事業を終了いたし

ました。

　 ３．「医療サイト事業」は、2017年５月１日に事業譲渡を行い、当事業から撤退しております。

４．セグメント損失（△）の調整額3,049千円は、セグメント間取引消去5,235千円、SSIの株式取得費用△2,185

千円であります。

５．セグメント資産の調整額1,052,925千円は、全社資産に係るものであります。

６．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額13,469千円は、全社資産に係るものであります。

７．セグメント損失（△）は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。

　

４．報告セグメントの変更等に関する事項

SSIの全株式を取得し、SSグループを連結の範囲に含めたことに伴い、当連結会計年度において新たな報告セグメン

トとして「富裕層向けコンサルティング事業」を追加しております。

【関連情報】

前連結会計年度（自 2016年１月１日 至 2016年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略しており

ます。
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当連結会計年度（自 2017年１月１日 至 2017年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　（単位：千円）

日本 北米 合計

974,518 322,210 1,296,728

　(注) 売上高はサービス提供地域を基礎とし、分類しております。

(2) 有形固定資産

　（単位：千円）

日本 北米 合計

21,562 10,878 32,441

　(注) 有形固定資産の所在地を基礎とし、分類しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略しており

ます。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2016年１月１日 至 2016年12月31日）

　(単位：千円)

報告セグメント
調整額

(注)１

連結財務諸表

計上額住宅・不動産

関連ポータル

事業

インターネッ

ト広告代理

事業

プロパティ

事業

医療サイト

事業
計

減損損失 － － － 6,477 6,477 13,583 20,060

　(注)１.調整額13,583千円は全社資産に係るものであります。

当連結会計年度（自 2017年１月１日 至 2017年12月31日）

　(単位：千円)

報告セグメント

調整額
連結財務諸表

計上額
住宅・不動産

関連ポータル

事業

インターネッ

ト広告代理

事業

プロパティ

事業

医療サイト

事業

富裕層向け

コンサルティ

ング事業

計

減損損失 896 － － － － 896 － 896

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2016年１月１日 至 2016年12月31日）

　該当事項はありません。
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当連結会計年度（自 2017年１月１日 至 2017年12月31日）

（単位：千円）

報告セグメント

調整額 合計住宅・不動産

関連ポータル

事業

インターネッ

ト広告代理

事業

プロパティ

事業

医療サイト

事業

富裕層向け

コンサルティ

ング事業

計

当期償却額 － － － － 8,969 8,969 － 8,969

当期末残高 － － － － 170,423 170,423 － 170,423

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

　 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　 前連結会計年度(自 2016年１月１日 至 2016年12月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円） 科目

期末残高

（千円）

役員
及び
主要
株主

穐田誉輝 － － 当社取締役
（被所有）
直接 57.4

当社取締役

第三者割当
増資

（注）１
748,734 － －

自己株式の
処分

（注）１
80,700 － －

元役員 井端純一 － －
前当社代表
取締役社長

（被所有）
直接 0.47

前当社代表
取締役社長

ストック・
オプション
の権利行使
（注）２

11,337 － －

（注）１．当社が行った第三者割当増資及び自己株式の処分を1株807円で引き受けたものであります。

２．2007年12月27日臨時株主総会決議及び取締役会決議、2012年３月22日開催の定時株主総会決議及び2012年10月

16日開催の取締役会決議、2012年10月４日開催の臨時株主総会決議及び2012年10月16日開催の取締役会決議に

より発行した会社法に基づく新株予約権（ストック・オプション）の権利行使であります。

　 当連結会計年度(自 2017年１月１日 至 2017年12月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円） 科目

期末残高

（千円）

元役員 井端純一 － －
前当社代表
取締役社長

なし
前当社代表
取締役社長

ストック・
オプション
の権利行使
（注）１

11,962 － －

子会社
役員

中野陽一郎 － －
連結子会社
代表取締役

なし
連結子会社
代表取締役

株式交換
(注）２

151,949 － －

（注）１．2012年10月４日開催の臨時株主総会決議及び2012年10月16日開催の取締役会決議により発行した会社法に基づ

く新株予約権（ストック・オプション）の権利行使であります。

２．株式会社Seven Signatures Internationalの完全子会社化を目的とした株式交換であり、同取引は第三者によ

る株式会社Seven Signatures Internationalの株式価値の算定結果を踏まえ決定した株式交換比率に基づいて

行われたものであります。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

　該当事項はありません。

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2016年１月１日
至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日
至 2017年12月31日)

１株当たり純資産額 572.55円 509.01円

１株当たり当期純損失金額（△） △305.07円 △121.42円

（注）１．前連結会計年度及び当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり当期純損失金額であるため、記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2016年１月１日
至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日
至 2017年12月31日)

親会社株主に帰属する当期純損失（△）(千円) △384,078 △286,910

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純損失（△）(千円)

△384,078 △286,910

普通株式の期中平均株式数(株) 1,258,967 2,362,895

　

(重要な後発事象)

(ストック・オプション)

当社は、2018年３月28日開催の第15回定時株主総会において、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づ

き、当社の取締役及び従業員並びに子会社の取締役及び従業員に対し、ストック・オプションとして発行する新株予

約権の募集事項の決定を取締役会に委任することを特別決議しております。

　詳細は、「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (9)ストック・オプション制度の内容」をご参照ください。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円）

当期末残高
(千円）

平均利率
(%)

返済期限

短期借入金 150,000 － － －

1年以内に返済予定の長期借入金 50,004 50,004 0.93 －

長期借入金(1年以内に返済予定の
ものを除く)

74,994 24,990 0.93 2019年6月28日

合計 274,998 74,994 － －

(注)１.「平均利率」については借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金(1年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

区分
１年超２年以内

(千円）
２年超３年以内

(千円）
３年超４年以内

(千円）
４年超５年以内

(千円）

長期借入金 24,990 － － －

【資産除去債務明細表】

　資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸契約における敷金の回収が最終的に見込め

ないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によって

いるため、該当事項はありません。
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（2）【その他】

① 当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 （千円） 203,767 392,057 785,614 1,296,728

税金等調整前
四半期(当期)純損失金額（△）

（千円） △82,858 △126,768 △225,687 △282,243

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失金額（△）

（千円） △85,394 △130,536 △231,224 △286,910

１株当たり四半期(当期)純損失金額（△） （円） △36.79 △55.71 △98.13 △121.42

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △36.79 △19.08 △42.27 △23.38

　

② 重要な訴訟事件等

当社の連結子会社である株式会社Seven Signatures International（以下「SSI」といいます。）は、2017年６月

23日、クレインズ・アセット・ホールディングス株式会社より訴訟の提起を受けました。

原告は、2011年７月に原告と米国法人であるデペロッパー（以下「A社」といいます。）との間で締結した分譲居

室に係る売買契約に関して、中野陽一郎氏（SSIの代表取締役でもあります。以下「中野氏」といいます。）らが不

適切な説明を行ったとして、中野氏及びSSI他２社（SSI以外は当社との資本関係はありません。）に対し、損害賠

償を求める訴えを提起したものです。なお、原告が主張する損害の根拠等は判然としておりません。

当社としては、SSIは原告とA社との間の売買契約に関与しておらず、SSIやその代表者が責任を負うものではな

く、また、損害の根拠等も判然としないことから、原告の請求には全く理由がないと考えており、裁判ではSSIの正

当性を主張し争っていく方針、かつ、法的措置を含め、断固たる対応を採っていく所存です。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2016年12月31日)

当事業年度
(2017年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,151,253 998,259

売掛金 128,492 96,127

貯蔵品 343 34

前払費用 12,476 9,211

短期貸付金 ※ 480,000 ※ 210,000

その他 16,150 22,008

貸倒引当金 △69,157 △88,836

流動資産合計 1,719,559 1,246,804

固定資産

有形固定資産

建物 8,630 9,461

減価償却累計額 △7,644 △1,564

建物（純額） 986 7,897

工具、器具及び備品 55,339 20,620

減価償却累計額 △52,352 △10,568

工具、器具及び備品（純額） 2,986 10,051

有形固定資産合計 3,972 17,949

無形固定資産

商標権 1,796 1,497

ソフトウエア 2,002 1,428

その他 0 -

無形固定資産合計 3,799 2,926

投資その他の資産

関係会社株式 0 154,134

破産更生債権等 9,179 852

差入保証金 19,129 17,376

貸倒引当金 △8,955 △846

投資その他の資産合計 19,353 171,517

固定資産合計 27,125 192,393

資産合計 1,746,685 1,439,198
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(単位：千円)

前事業年度
(2016年12月31日)

当事業年度
(2017年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 17,749 11,316

未払金 68,118 58,549

未払費用 16,190 11,216

未払法人税等 9,633 8,679

前受金 9,364 17,157

預り金 9,005 6,391

短期借入金 150,000 -

1年内返済予定の長期借入金 50,004 50,004

賞与引当金 4,644 -

移転損失引当金 14,694 -

その他 957 645

流動負債合計 350,363 163,960

固定負債

長期借入金 74,994 24,990

固定負債合計 74,994 24,990

負債合計 425,357 188,950

純資産の部

株主資本

資本金 813,860 823,807

資本剰余金

資本準備金 802,837 964,723

資本剰余金合計 802,837 964,723

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △297,557 △540,225

利益剰余金合計 △297,557 △540,225

自己株式 - △174

株主資本合計 1,319,140 1,248,130

新株予約権 2,187 2,116

純資産合計 1,321,327 1,250,247

負債純資産合計 1,746,685 1,439,198
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② 【損益計算書】

(単位：千円)
前事業年度

(自 2016年１月１日
　至 2016年12月31日)

当事業年度
(自 2017年１月１日

　至 2017年12月31日)

売上高 990,656 638,048

売上原価 458,929 331,038

売上総利益 531,727 307,010

販売費及び一般管理費 ※1 650,972 ※1 568,571

営業損失（△） △119,245 △261,561

営業外収益

受取利息 124 ※2 14,825

業務受託収入 ※2 420 ※2 1,440

その他 1,862 344

営業外収益合計 2,407 16,610

営業外費用

支払利息 2,608 1,571

株式交付費 4,761 -

貸倒損失 2,252 -

為替差損 13 -

その他 1,534 853

営業外費用合計 11,170 2,424

経常損失（△） △128,008 △247,375

特別利益

新株予約権戻入益 737 6

事業分離における移転利益 - 32,653

その他 - 408

特別利益合計 737 33,068

特別損失

減損損失 20,060 896

貸倒引当金繰入額 68,957 19,879

移転損失引当金繰入額 14,694 155

関係会社株式評価損 99,999 -

保証金償却 21,914 1,173

その他 - 556

特別損失合計 225,626 22,662

税引前当期純損失（△） △352,897 △236,970

法人税、住民税及び事業税 6,061 5,698

法人税等合計 6,061 5,698

当期純損失（△） △358,959 △242,668
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【売上原価明細書】

前事業年度
(自 2016年１月１日
　至 2016年12月31日)

当事業年度
(自 2017年１月１日
　至 2017年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ外注費 318,280 69.3 201,543 60.9

Ⅱ労務費 50,319 11.0 90,867 27.4

Ⅲ経費 ※１ 90,329 19.7 38,627 11.7

当期売上原価 ※２ 458,929 100.0 331,038 100.0

前事業年度
(自 2016年１月１日
　至 2016年12月31日)

当事業年度
(自 2017年１月１日
　至 2017年12月31日)

※１ 経費の主な内訳は、次の通りであります。
（単位：千円）

減価償却費 3,575
修繕維持費 15,409
業務委託費 35,356
地代家賃 1,095
保守料 10,693
賃借料 4,223

※２ 当期売上原価に含まれる引当金繰入額は次の通りで
あります。

（単位：千円）
賞与引当金繰入額 101

※１ 経費の主な内訳は、次の通りであります。
（単位：千円）

減価償却費 2,484
修繕維持費 6,509
業務委託費 17,188
地代家賃 －
保守料 7,815
賃借料 2,316

※２ 当期売上原価に含まれる引当金繰入額は次の通りで
あります。

（単位：千円）
賞与引当金繰入額 －

決算短信（宝印刷） 2018年04月02日 15時31分 82ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



― 79 ―

③ 【株主資本等変動計算書】

　前事業年度(自 2016年１月１日 至 2016年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

新株予約権
純資産

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 395,293 385,293 385,293 221,861 221,861 △241,159 761,289 3,812 765,102

当期変動額

新株の発行 418,566 417,543 417,543 836,110 836,110

当期純損失（△） △358,959 △358,959 △358,959 △358,959

自己株式の取得 － －

自己株式の処分 △160,459 △160,459 241,159 80,700 80,700

自己株式処分差損の振替 160,459 160,459 △160,459 △160,459 － －

株式交換による増加 － －

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
－ △1,625 △1,625

当期変動額合計 418,566 417,543 417,543 △519,418 △519,418 241,159 557,850 △1,625 556,225

当期末残高 813,860 802,837 802,837 △297,557 △297,557 － 1,319,140 2,187 1,321,327

当事業年度(自 2017年１月１日 至 2017年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

新株予約権
純資産

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 813,860 802,837 802,837 △297,557 △297,557 － 1,319,140 2,187 1,321,327

当期変動額

新株の発行 9,946 9,936 9,936 19,883 19,883

当期純損失（△） △242,668 △242,668 △242,668 △242,668

自己株式の取得 △174 △174 △174

自己株式の処分 － －

自己株式処分差損の振替 － －

株式交換による増加 151,949 151,949 151,949 151,949

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
△71 △71

当期変動額合計 9,946 161,886 161,886 △242,668 △242,668 △174 △71,009 △71 △71,080

当期末残高 823,807 964,723 964,723 △540,225 △540,225 △174 1,248,130 2,116 1,250,247
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式は移動平均法に基づく原価法によっております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法(ただし、2016年4月1日以降に取得した建物附属設備については、定額法)を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ８年～18年

工具、器具及び備品 ３年～20年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、商標権については10年、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用期間(５年)に基づく

定額法によっております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上し

ております。

　(3) 移転損失引当金

　 事務所の移転等に伴う損失に備えて、損失見込み額を計上しております。

　

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６．繰延資産の処理方法

株式交付費につきましては、支出時に全額費用処理しております。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当事業年度

から適用しております。
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(貸借対照表関係)

※ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記したものを除く）は次のとおりであります。

前事業年度
（2016年12月31日）

当事業年度
（2017年12月31日）

短期貸付金 480,000千円 210,000千円

(損益計算書関係)

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は、前事業年度34％、当事業年度27％であり、一般管理費に属する費用

のおおよその割合は、前事業年度66％、当事業年度73％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前事業年度
(自 2016年１月１日
至 2016年12月31日)

当事業年度
(自 2017年１月１日
至 2017年12月31日)

広告宣伝費 206,127千円 129,152千円

役員報酬 38,493 50,741

給与賞与 191,037 172,563

賞与引当金繰入額 3,077 －

減価償却費 3,639 2,876

貸倒引当金繰入額 1,161 1,092

　

※２ 関係会社との取引高

前事業年度
(自 2016年１月１日
至 2016年12月31日)

当事業年度
(自 2017年１月１日
至 2017年12月31日)

業務受託収入 420千円 1,440千円

受取利息 － 14,812

(有価証券関係)

子会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式の時価を記載して

おりません。

　 なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表価額は次のとおりです。

　

区分
前事業年度

(2016年12月31日)
当事業年度

(2017年12月31日)

子会社株式 ※ 0千円 154,134千円

計 0千円 154,134千円

※ 前事業年度において減損処理を行い、関係会社株式評価損99,999千円を計上しております。
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(税効果会計関係)

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
（2016年12月31日）

当事業年度
（2017年12月31日）

繰延税金資産

賞与引当金 980千円 －千円

貸倒引当金 21,630 27,674

関係会社株式評価損 30,620 30,620

保証金償却 8,171 1,050

移転損失引当金 4,534 －

ソフトウエア 4,294 1,333

法定福利費 2,070 －

未払費用 1,218 268

税務上の繰越欠損金 99,863 189,375

その他 7,150 2,198

繰延税金資産小計 180,536 252,520

評価性引当額 △180,536 △252,520

繰延税金資産合計 － －

繰延税金負債 － －

繰延税金資産の純額 － －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度及び当事業年度は、税引前当期純損失のため、記載を省略しております。

(企業結合等関係）

事業分離

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

取得による企業結合

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

(重要な後発事象)

(ストック・オプション)

当社は、2018年３月28日開催の第15回定時株主総会において、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づ

き、当社の取締役及び従業員並びに子会社の取締役及び従業員に対し、ストック・オプションとして発行する新株予

約権の募集事項の決定を取締役会に委任することを特別決議しております。詳細は「第５ 経理の状況 1 連結財務諸

表等 (1)連結財務諸表 注記事項 (重要な後発事象)」に記載のとおりであります。

決算短信（宝印刷） 2018年04月02日 15時31分 86ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



― 83 ―

④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

　資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価
償却累計額

又は
償却累計額

当期償却額
差引当期末

残高

有形固定資産

　建物 8,630 7,924
7,092
(509)

9,461 1,564 503 7,897

　工具、器具及び備品 55,339 11,386
46,106
(46)

20,620 10,568 3,718 10,051

有形固定資産計 63,969 19,311
53,198
(555)

30,082 12,132 4,221 17,949

無形固定資産

　商標権 － － － 3,484 1,986 299 1,497

　ソフトウエア － － － 160,732 159,304 839 1,428

無形固定資産計 － － － 164,216 161,290 1,138 2,926

（注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　２．「当期増加額」欄の主なものは、次のとおりであります。

資産の種類 内容 金額(千円)

建物 本社移転に伴うオフィス設備工事他 7,924

工具、器具及び備品 社内利用パソコンの購入他 11,386

　 ３．「当期減少額」欄の主なものは、次のとおりであります。

資産の種類 内容 金額(千円)

建物 本社及び支社の移転等に伴う除却他 7,092

工具、器具及び備品 社内サーバーリプレイスに伴う除却 41,648

　 ４．無形固定資産の期末帳簿価額、当期増加額及び当期減少額に重要性がないため、「当期首残高」、「当期増

加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

【引当金明細表】

　区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 78,113 21,366 9,009 786 89,683

賞与引当金 4,644 14,104 18,748 － －

移転損失引当金 14,694 － 14,286 408 －

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額であります。

２．移転損失引当金の「当期減少額（その他）」は、見積計上額と実際の支払額との差額であります。

　

(2)【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

(3)【その他】

　 該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
６月30日
12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り

取扱場所
東京都千代田区丸の内1-4-1
三井住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内1-4-1
三井住友信託銀行株式会社

取次所 なし

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告による公
告をすることができないときには、日本経済新聞に掲載するものとする。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載し、そのURLは以下の通りです。
http://www.o-uccino.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

　(注)当社の定款の定めにより、単元未満株主は次に掲げる権利以外の権利を行使することはできません。

(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2)会社法第166条第１項の規定により請求をする権利

(3)株主が保有する株式数に応じて募集株式の割り当て及び募集新株予約権の割り当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第14期(自 2016年１月１日 至 2016年12月31日)2017年３月30日関東財務局長に提出

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2017年３月30日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

事業年度 第15期第１四半期(自 2017年１月１日 至 2017年３月31日)2017年５月15日関東財務局長に提出

事業年度 第15期第２四半期(自 2017年４月１日 至 2017年６月30日)2017年８月14日関東財務局長に提出

事業年度 第15期第３四半期(自 2017年７月１日 至 2017年９月30日)2017年11月14日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

2017年３月30日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会にお

ける議決権行使の結果）に基づく臨時報告書であります。

2017年３月30日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異

動）に基づく臨時報告書であります。

2017年３月30日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第６号の２（親

会社または特定子会社の異動及び株式交換の決定）に基づく臨時報告書であります。

2017年７月19日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第14号（連結子会社に対す

る訴訟の提起又は解決）に基づく臨時報告書であります。

(5) 臨時報告書の訂正報告書

2017年３月31日関東財務局長に提出

2017年３月30日に提出した金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第３号及び第６号の２（親会社または特定子会社の異動及び株式交換の決定）に基づく臨時報告書に係る訂正報告

書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

2018年３月29日

株式会社オウチーノ

取締役会 御中

誠栄監査法誠栄監査法誠栄監査法誠栄監査法誠栄監査法人人人人人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 田 村 和 己 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 森 本 晃 一 ㊞

　

　

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社オウチーノの2017年１月１日から2017年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社オウチーノ及び連結子会社の2017年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社オウチーノの2017年

12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。
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内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、株式会社オウチーノが2017年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象に含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

2018年３月29日

株式会社オウチーノ

取締役会 御中

誠栄監査法誠栄監査法誠栄監査法誠栄監査法誠栄監査法人人人人人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 田 村 和 己 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 森 本 晃 一 ㊞

　
　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社オウチーノの2017年１月１日から2017年12月31日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社オウチーノの2017年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象に含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2018年３月29日

【会社名】 株式会社オウチーノ

【英訳名】 O-uccino,Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 堀口 育代

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役 菅間 淳

【本店の所在の場所】 東京都港区西新橋三丁目23番５号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

当社代表取締役社長堀口育代及び取締役菅間淳は、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」）の財務報告に係る

内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の

基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部

統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しています。

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的

な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止

又は発見することができない可能性があります。

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

財務報告に係る内部統制の評価は、当連結会計年度の末日である2017年12月31日を基準日として行われており、評価

に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しました。

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行っ

た上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価においては、

選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上

の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社及び連結子会社について財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観

点から必要な範囲を決定しております。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考

慮して決定しており、会社及び連結子会社４社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセ

スに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の当連結会計年度の売上高（連結会社間取引消去

後）の金額が高い拠点から合算していき、当連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達している事業拠点を「重要な

事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目である売上高、

売掛金、人件費、外注費及び広告宣伝費に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。さらに、選定した重要な事

業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予

測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財

務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しております。

３ 【評価結果に関する事項】

　上記の評価の結果、当連結会計年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効であると判断

しました。

４ 【付記事項】

該当事項はありません。

５ 【特記事項】

該当事項はありません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2018年３月29日

【会社名】 株式会社オウチーノ

【英訳名】 O-uccino，Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 堀口 育代

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役 菅間 淳

【本店の所在の場所】 東京都港区西新橋三丁目23番５号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 堀口 育代及び当社最高財務責任者 菅間 淳 は、当社の第15期(自2017年１月１日 至

2017年12月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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